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基 本 項 目：新時代沖縄の到来

実 施 項 目：その他

重点施策事業名：原油価格・物価高騰緊急支援事業（継続）

事 業 期 間：令和４年度～令和５年度

部 課 等 名：商工労働部 産業政策課

１ 事業の目的・内容
コロナ禍において、原油価格・物価高騰の影響を受けた事業者の事業継続を

支援するため、支援金を支給する。

２ 事業の実績
（単位：千円）

重点施策

事 業 名

令 和 ５ 年 度

備 考計 画 実 績

当 初

予算額
事業内容 決算額 事業内容

原 油 価 格
・ 物 価 高
騰 緊 急 支
援事業

１ 原 油 価 格 ・
物 価 高 騰 緊 急
支援事業

・ 原 油 価 格 、 物
価 高 騰 の 影 響 を
受 け て い る 事 業
者 に 対 し 、 原 油
価 格 ・ 物 価 高 騰
の 影 響 額 を 審 査
し た 上 で 影 響 額
に 応 じ た 支 援 金
を支給する。

１ 原油価格・
物価高騰緊急
支援事業

・原油価格、物価
高騰の影響を受け
ている事業者に対
し、原油価格・物
価高騰の影響額を
審査した上で、影
響額に応じた支援
金 千円
を支給した。
※参考

委託料 千円

最終予算額

執行率
％

不用額

３ 事業の効果 課題
⑴ 原油価格・物価高騰緊急支援事業

効果： 県内企業等の原油・物価高の影響によるコスト増加を軽減するこ
とにより、事業の継続とコロナ禍からの回復を支援し、本県産業の
振興に寄与した。

課題： より多くの事業者が申請できるよう、申請要件の見直しや手続の
簡素化、事業の周知に努める必要がある。



－ 294 －

基 本 項 目：新時代沖縄の到来

実 施 項 目：その他

重点施策事業名：特別高圧受電契約事業者支援事業（新規）

事 業 期 間：令和５年度

部 課 等 名：商工労働部 産業政策課

１ 事業の目的・内容
国の「電気・ガス価格激変緩和対策事業」の対象とならない特別高圧受電事業

者（施設）の高騰する電気料金に対し県が支援することにより、事業者の負担軽
減及び県民等への急激な価格転嫁の緩和に繋げる。

２ 事業の実績
（単位：千円）

重点施策

事 業 名

令 和 ５ 年 度

備 考
計 画 実 績

当 初

予算額
事業内容 決算額 事業内容

特別高圧

受電契約

事業者支

援事業

（ ）

１ 特別高圧受

電契約事業者

支援事業

・特別高圧受電

契 約 者 に 対 し

て、事業者から

の申請手続に基

づき、県が直接

補助を行う。

（ ）

１ 特別高圧受電

契約事業者支援

事業

・特別高圧受電契

約者に対して、事

業者からの申請手

続に基づき、県が

直接補助を行う。

【値引き単価】

・ ～ 月

特別高圧：

円

月 円

なお、 ～ 月

については、沖縄

電気料金高騰緊急

支援事業も合わせ

て支援を実施。

※全期間中におい

て、 か所に支援

を実施。

最終予算額

執行率

％

翌 年 度 繰 越 額

不用額

３ 事業の効果 課題
⑴ 特別高圧受電契約事業者支援事業

効果： 燃料価格高騰に伴う電気料金値上げに対し、県民や県内事業者への
支援をすることで、県民生活や県経済に対する下支えを行った。

課題： 本事業においては、対象が幅広く、多くの財源を要するため、臨時
交付金等の財源を確保する必要がある。
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基 本 項 目：新時代沖縄の到来

実 施 項 目：企業の「稼ぐ力」の強化と産業の振興

重点施策事業名：沖縄ＤＸ促進支援事業（継続）

事 業 期 間：令和４年度～令和６年度

部 課 等 名：商工労働部 ＩＴイノベーション推進課

１ 事業の目的・内容
県内企業が県内ＩＴ企業と連携して実施するデジタルトランスフォーメーシ

ョン（ＤＸ）の取組を支援し、県内産業全体の「稼ぐ力」向上を図る。

２ 事業の実績
（単位：千円）

重点施策

事 業 名

令 和 ５ 年 度

備 考計 画 実 績

当 初

予算額
事業内容 決算額 事業内容

沖 縄 Ｄ Ｘ
促 進 支 援
事業

１ 沖 縄 Ｄ Ｘ 促 進
支援事業

・ＤＸに関する相
談窓口の設置や、
経営者向けセミナ
ーの開催によるＤ
Ｘの啓発、 ＤＸ計
画策定へのハンズ
オン支援、企業が
ＩＴ企業と連携し
て行うＤＸ の取組
に対する補助を行
う。

１ 沖 縄 Ｄ Ｘ 促 進
支援事業

・ＤＸに関する相
談窓口の設置や、
経営者向けセミナ
ーの開催によるＤ
Ｘの啓発、ＤＸ計
画策定へのハンズ
オン支援、企業が
ＩＴ企業と連携し
て行うＤＸの取組
に対する補助を行
った。
【実績】
・相談件数： 件
・セミナー開催：
５回
・ＤＸ計画策定支
援： 社
・ＤＸ促進支援補
助金： 社

☆
最終予算額

執行率
％

不用額

３ 事業の効果 課題
⑴ 沖縄ＤＸ促進支援事業

効果： 経営者向けセミナーによるＤＸの意識啓発や、ＤＸ計画策定のハ
ンズオン支援、ＤＸの取組に対する補助を通じて各産業における企
業のＤＸに向けた取組を促進することができた。

課題： 全ての産業分野においてＤＸを促進するためには、引き続きセミナ
ー等による啓発、ハンズオンなどによる支援を行う必要がある。

また、ＤＸを推進する社内体制構築に関して、人材不足に対する課
題を抱える企業が多いことから、人材育成施策との連携について検討
が必要である。
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基 本 項 目：新時代沖縄の到来

実 施 項 目：企業の「稼ぐ力」の強化と産業の振興

重点施策事業名：データ活用プラットフォーム構築事業（継続）

事 業 期 間：令和４年度～令和８年度

部 課 等 名：商工労働部 ＩＴイノベーション推進課

１ 事業の目的・内容
官民のオープンデータの利活用を普及・推進することで、県内全産業のＤＸ

を推進するとともに、データ活用型ビジネスモデルの創出に資する基盤整備に
取り組み、県内全産業の労働生産性の向上を図る。

２ 事業の実績
（単位：千円）

重点施策

事 業 名

令 和 ５ 年 度

備 考計 画 実 績

当 初

予算額
事業内容 決算額 事業内容

デ ー タ 活
用 プ ラ ッ
ト フ ォ ー
ム 構 築 事
業

１ デ ー タ 活 用 プ
ラ ッ ト フ ォ ー ム
構築事業

・産業分野におけ
る利活用を促進す
るため、官民のデ
ータを利用しやす
く提供するウェブ
サイト「沖縄オー
プンデータプラッ
トフォーム」を整
備するとともに、
相談対応やセミナ
ー開催等により企
業のニーズを掘り
起こし、オープン
データの利活用を
支援する。

１ デ ー タ 活 用 プ
ラット フォー ム
構築事業

・産業分野におけ
る利活用を促進す
るため、官民のデ
ータを利用しやす
く提供するウェブ
サイト「沖縄オー
プンデータプラッ
トフォーム」を整
備し、 種類
件のデータを掲載
した。また、相談
対応やセミナー開
催等により企業の
ニーズを掘り起こ
し、オープンデー
タの利活用を支援
した。
・利活用支援 件
・実証支援： 件

☆
最終予算額

執行率
％

不用額

３ 事業の効果 課題
⑴ データ活用プラットフォーム構築事業

効果： 「沖縄オープンデータプラットフォーム」の整備、官民のオープン
データの掲載と合わせた先進的な利活用事例の掲載、セミナー開催や
企業への実証支援等により、企業におけるオープンデータの利活用が
促進された。

課題： 更なるオープンデータの利活用促進に向け、プラットフォームに掲
載するデータの充実を図るため、官民のデータ保有者に提供を働き
かけるとともに、先進的な利活用事例を創出するため、実証支援の件
数を増やしていく必要がある。
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基  本  項  目：新時代沖縄の到来 
  
実  施  項  目：企業の「稼ぐ力」の強化と産業の振興 
  
重点施策事業名：小規模事業者等デジタル化支援事業（継続） 
 
事 業 期 間：令和２年度～ 
 
部 課 等 名：商工労働部 中小企業支援課 
 
１  事業の目的・内容  

県内企業の99％を占める小規模事業者を含む中小企業の労働生産性の向上の
ため、業務のＩＴ化を促進する取組を実施する。 

 
２  事業の実績  

                              （単位：千円） 

 

重点施策 

事 業 名 

令 和 ５ 年 度 

備 考 
計  画 実  績 

当 初

予算額 
事業内容 決算額 事業内容 

小規模事 

業者等Ｉ

Ｔ支援事

業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

72,004 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 小規模事業者

等デジタル化支

援事業 

 

・小規模事業者等 

の作業効率等の改 

善につながるＩＴ

ツールの導入を補

助するほか、ＩＴ

専門家を派遣し、

ＩＴ化の促進やＩ

Ｔリテラシーの向

上につなげる。 

68,202 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 小規模事業者

等デジタル化支

援事業 

 

・小規模事業者等 

の作業効率等の改 

善につながるＩＴ

ツールの導入を補

助するほか、ＩＴ

専門家を派遣し、

ＩＴ化の促進やＩ

Ｔリテラシーの向

上を図った。 

 

補助件数：70 件 

☆ 

最終予算額 

72,004 

執行率 

94.7％ 

不用額 

 3,802 

 

 
３  事業の効果 /課題  
⑴ 小規模事業者等デジタル化支援事業 
効果： 補助金を活用し、ＩＴツールを導入した事業者において、労働時間の

短縮や時間の効率化等業務改善の効果があった。 
課題： 事業開始後、補助件数は増加傾向にあり、県内事業者においてＩＴ化

に関する課題意識が高まっていると考えられる。引き続き事業の周知と
専門家派遣を行うことでＩＴリテラシーの向上に努めるとともに、ツー
ルの導入支援を実施し県内事業者のデジタル化を促進する必要がある。 
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基  本  項  目：新時代沖縄の到来 
  
実  施  項  目：企業の「稼ぐ力」の強化と産業の振興 
  
重点施策事業名：稼ぐ企業連携支援事業（継続） 
 
事 業 期 間：令和４年度～令和 13 年度 
 
部 課 等 名：商工労働部 グローバルマーケット戦略課 
 

１  事業の目的・内容  
中小企業者等が連携して取り組む収益力や生産性の向上、域内経済循環の促進 

等に資するプロジェクトの推進に要する経費の補助及びハンズオン支援を行う。 
 

２  事業の実績  
                              （単位：千円） 

 

重点施策 

事 業 名 

令 和 ５ 年 度 

備 考 
計  画 実  績 

当 初

予算額 
事業内容 決算額 事業内容 

稼 ぐ 企 業

連 携 支 援

事業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

172,932 

 

１ 稼ぐ企業連携 

支援事業 

・県内中小企業者

の収益力や生産性

の向上、域内経済

循環等に資する事

業者が連携して取

り組むプロジェク

トを広く公募・採

択し、経営支援を

行うとともにプロ

ジェクト推進に要

する経費を補助す

る。 

 

 

 

156,733 

 

 

 

１ 稼ぐ企業連携 

支援事業 

・県内中小企業者

の収益力や生産性

の向上、域内経済

循環等に資する事

業者が連携して取

り組むプロジェク

トを広く公募・採

択し、経営支援を

行うとともにプロ

ジェクト推進に要

する経費を補助し

た。（14 件） 

 

☆ 

最終予算額 

172,932 

執行率 

 90.6％ 

不用額 

 16,199 

 

 
３  事業の効果 /課題  
⑴ 稼ぐ企業連携支援事業 
効果： 売上額が増加した企業数 10 社 
課題： 事業者が自社の強みや経営課題を把握し、効果的な連携策を検討する 

      ことが必要である。 
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基 本 項 目：新時代沖縄の到来

実 施 項 目：企業の「稼ぐ力」の強化と産業の振興

重点施策事業名：産業間連携おきなわブランド戦略推進事業（継続）

事 業 期 間：令和４年度～令和 年度

部 課 等 名：商工労働部 グローバルマーケット戦略課

１ 事業の目的・内容

データを活用したマーケティング調査に基づき、沖縄の地域資源を活用したブラン

ド力の強化及びそのブランド力を産業振興に活かすための戦略を策定する。

２ 事業の実績
（単位：千円）

重点施策

事 業 名

令 和 ５ 年 度

備 考
計 画 実 績

当 初

予算額
事業内容 決算額 事業内容

産 業 間 連

携 お き な

わ ブ ラ ン

ド 戦 略 推

進事業

１ 産業間連携お

きなわブランド

戦略推進事業

・ 消 費 者 ニ ー ズ を

把 握 す る た め 、 消

費 者 理 解 を 軸 と し

た 農 林 水 産 、 商

工 、 観 光 分 野 の マ

ー ケ テ ィ ン グ （ 消

費 者 ） 調 査 を 行

い 、 そ の 結 果 を 踏

ま え 、 お き な わ ブ

ラ ン ド 戦 略 を 策 定

す る た め の 産 業 間

連 携 会 議 を 開 催 す

る。

・ お き な わ ブ ラ ン

ド 戦 略 の 考 え 方 を

県 民 や 間 事 業 者 等

の 取 組 に 浸 透 さ せ

る イ ン ナ ー ブ ラ ン

デ ィ ン グ の た め の

セ ミ ナ ー 等 を 開 催

する。

１ 産業間連携お

きなわブランド

戦略推進事業

・ 消 費 者 調 査 サ ン

プ ル の 結 果 及 産 業

間 連 携 会 議 （ ３

回 ） に お け る 議 論

を 踏 ま え 、 お き な

わ ブ ラ ン ド 戦 略 を

策定した。

・ お き な わ 戦 略 ブ

ラ ン ド セ ミ ナ ー を

３ 回 （ 名 ） 実

施 す る こ と で 、 県

民 や 民 間 事 業 者 等

へ ブ ラ ン ド 戦 略 の

浸透を図った。

☆

最終予算額

執行率

％

不用額
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３ 事業の効果 課題

⑴ 産業間連携おきなわブランド戦略推進事業

効果： 徹底した消費者調査に基づく産業統一的なターゲットと提供価値で構

成する「おきなわブランド戦略」を策定した。

あわせて、おきなわブランド戦略セミナーを３回実施し、県職員だけ

ではなく、観光関連事業者や食品製造業者、農林水産物取扱事業者等か

ら延べ 名が参加し、ワークショップ形式で戦略的思考トレーニング

により、ブランド戦略の作り方を学んだ。

課題： 「おきなわブランド戦略」を実効性のあるものにするためには、官民

に浸透させるための取組及び活用を促進するための取組が必要である。

本戦略の官民への浸透及び事業者による活用を促進するため、次の３

つの柱を軸に取組を進める。

①「おきなわブランド」推進体制の構築

②県民・事業者等とのブランドコンセプトの共有

③農林水産・商工・観光の産業間連携マッチング
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 基  本  項  目：新時代沖縄の到来 
  
 実  施  項  目：企業の「稼ぐ力」の強化と産業の振興 
  
 重点施策事業名：ＩＣＴビジネス高度化支援事業（継続） 
 
 事 業 期 間：平成 25 年度～令和８年度 
 
 部 課 等 名：商工労働部 ＩＴイノベーション推進課 

 
  １  事業の目的・内容  
    情報通信産業の稼ぐ力を強化するため、県内ＩＴ事業者が実施する高付加価

値なＩＴビジネスの開発や他産業のＤＸに資するデジタル技術の開発・実証等
を支援することにより産業の高度化を図る。 

 
  ２  事業の実績  
                              （単位：千円） 

 

重 点 施 策 

事 業 名 

令 和 ５ 年 度  
 
備 考 

 

計  画 実  績 

当 初

予算額 
事業内容 決算額 事業内容 

Ｉ Ｃ Ｔ ビ
ジ ネ ス 高
度 化 支 援
事業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

217,360 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

１  ＩＣＴビジネ
ス高度化支援事
業 

・県内ＩＴ事業者
のビジネス構築、
技術高度化、事業
化に向けた取組に
対して、それぞれ
の事業ステージに
応 じ た 支 援 （ 補
助、ハンズオン支
援）を実施する。 

 

 

 

 

 

 

206,556 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

１  ＩＣＴビジネ
ス高度化支援事
業 

・県内ＩＴ事業者
のビジネス構築、
技術高度化、事業
化に向けた取組に
対して、それぞれ
の事業ステージに
応 じ た 支 援 （ 補
助、ハンズオン支
援）を 22 件実施
した。 

 

 

 

 

 

 

☆ 
最終予算額 

217,360 
執行率 
 95.0％ 
不用額 
 10,804 

 
 

 
 

 
 
 
 
 

 

 

 
  ３  事業の効果 /課題  

⑴ ＩＣＴビジネス高度化支援事業 
    効果： 県内ＩＴ事業者が実施するＡＩ等を活用したＩＴビジネスや、観 

光及び農業等のＤＸに資するデジタル技術の開発・実証等を支援す 
ることにより、県内ＩＴ事業者の技術開発力の強化や高付加価値型 
ビジネスへの転換を促進した。 

    課題： 県内企業の商品、サービスをより高付加価値化するために、県内 
の企業やユーザーを対象とした取組のみではなく、県外や国外の販 
路を拡大する取組について、掘り起こしを強化する必要がある。 
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基  本  項  目：新時代沖縄の到来 
  
実  施  項  目：企業の「稼ぐ力」の強化と産業の振興 

  
重点施策事業名：ＲｅｓｏｒＴｅｃｈＯｋｉｎａｗａ推進事業（継続） 

 
事 業 期 間：平成 30 年度～令和 13 年度 

 
部 課 等 名：商工労働部  ＩＴイノベーション推進課 

 
１  事業の目的・内容  

国際ＩＴ見本市の開催支援によりＩＴ産業と他産業のビジネスマッチングの
場を創出するとともに、県内企業におけるＤＸの取組事例や各種支援施策等の
情報を収集・発信することにより、県内全体のＤＸに向けた機運の醸成を図 
る。 

 
２ 事業の実績  
                            （単位：千円） 

 

重点施策 

事 業 名 

令 和 ５ 年 度 

備 考 
計  画 実  績 

当 初

予算額 
事業内容 決算額 事業内容 

Ｒ ｅ ｓ ｏ
ｒ Ｔ ｅ ｃ
ｈ Ｏ ｋ ｉ
ｎ ａ ｗ ａ 
推進事業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

52,975 

 

１  ＲｅｓｏｒＴ
ｅｃｈＯｋｉｎ
ａｗａ推進事業 

・ＲｅｓｏｒＴｅ
ｃｈＥＸＰＯ(ＩＴ
見本市)の開催支援
を行うとともに、
ＩＴ導入・ＤＸに
関する事例や支援
施策、セミナー等
の情報をＷＥＢサ
イトへ集約し県内
企業へ発信する。 
 

 

52,900 

 

１  ＲｅｓｏｒＴ
ｅｃｈＯｋｉｎ
ａｗａ推進事業 

・ＲｅｓｏｒＴｅ
ｃｈＥＸＰＯ(ＩＴ
見本市)の開催支援
を行うとともに、
ＩＴ導入・ＤＸに
関する事例や支援
施策、セミナー等
の情報をＷＥＢサ
イトへ集約し県内
企業へ発信した。 
 
[実績] 
ＥＸＰＯ  

参加企業：208 社 
 来場者：14,662 人 
Ｗ Ｅ Ｂ サ イ ト で の 情

報発信 

 事例紹介：16 件 
 セ ミ ナ ー 等 案 内  

     ：87 件 

☆ 
最終予算額 
52,975 
執行率 
99.8％ 
不用額 
    75 

 

 
３  事業の効果 /課題  
⑴   ＲｅｓｏｒＴｅｃｈＯｋｉｎａｗａ推進事業 
効果： 県が支援したＩＴ見本市において、県内外のＩＴ企業と他産業の連 

携・共創に資するソリューションが多数展示され、多くのマッチング 
の機会を創出することができた。 

    また、ＷＥＢサイトにおいて、ＩＴツールの導入や、ＤＸに取り組 
む企業の事例紹介、支援施策や、セミナー等の情報を県内企業に発信 
し、県全体のＤＸに向けた機運の醸成が図られた。 

課題： ＩＴ見本市を、「国際ＩＴ見本市」としてより発展させていくた
め、国内のみならず、海外からの出展を増やす必要がある。 
また、ＤＸに取り組む県内企業を増やしていくため、引き続き、先

進事例の紹介や支援施策、セミナー等の情報発信を行う必要がある。 



－ 303 －

基  本  項  目：新時代沖縄の到来  
  
実  施  項  目：企業の「稼ぐ力」の強化と産業の振興  
  
重点施策事業名：スタートアップ・エコシステム構築支援事業（継続）  
 
事 業 期 間：平成 26 年度～令和 13 年度  
 
部 課 等 名：商工労働部  産業政策課  
 
１  事業の目的・内容  

革新的な技術やビジネスモデルで世界に新しい価値を生み出すスタートアップ
企業の創業促進や、短期間での成長を促す体制（スタートアップエコシステム）
の形成に向けて、官民連携によるスタートアップ支援体制の強化や優良なスター
トアップの成長支援を行う。  

 
 
２  事業の実績  

                              （単位：千円）  

 

重点施策  

事 業 名 

令  和  ５  年  度  

備  考  
計   画  実   績  

当 初

予算額  
事業内容  決算額  事業内容  

ス タ ー ト
ア ッ プ ・
エ コ シ ス
テ ム 構 築
支援事業  

138,005 

 

１  スタートアッ
プ・エコシステ
ム構築支援事業  

・産学官で構成す
るおきなわスター
トアップ・エコシ
ステム・コンソー
シアムの運営、ビ
ジネスコンテスト
の開催や、投資家
等とのマッチング
支援、企業の成長
段階に応じた資金
調達のサポートな
ど幅広い支援を実
施する。  

136,284 

 

 

 

 

１  スタートアッ
プ・エコシステ
ム構築支援事業  

・おきなわスター
トアップ・エコシ
ステム・コンソー
シアムでは、運営
委員会の下に専門
部会を設置し、コ
ンソーシアム加盟
団体と協力し令和
５年 11 月におき
なわスタートアッ
プ・エコシステム
発展戦略を策定し
た。  
・ビジネスコンテ
スト等を 14 回開
催し、延べ 62 社
のスタートアップ
が参加。  
・投資家を延べ８
人招へいし、延べ
67 社にメンタリン
グを実施。  
・スタートアップ
と県外ベンチャー
キャピタルとのマ
ッチングを延べ 42
社実施。  
・スタートアップ
のビジネスモデル
の事業化検証７件
の支援を実施。  

☆  
最終予算額  

138,005 
執行率  
 98.8％  
不用額  
 1,721 
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３  事業の効果 /課題  
⑴ スタートアップ・エコシステム構築支援事業 
効果： 本事業の取組により、創業したスタートアップは７社、資金調達など

によりステージを移行したスタートアップは６社となった。 
また、おきなわスタートアップ・エコシステム・コンソーシアムの活

動により、県内のスタートアップ支援に係る連携体制が強化された。 
課題： スタートアップの創出に向けては、革新的な技術やアイディアをビジ

ネスにつなげるイノベーション人材が少ないこと、また、スタートアッ
プの成長に向けては、ベンチャーキャピタルや投資家が県内に少ないた
め、スタートアップの事業展開に必要となる資金調達の手段が限られて
いることなどの課題を抱えている。 
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基 本 項 目：新時代沖縄の到来

実 施 項 目：企業の「稼ぐ力」の強化と産業の振興

重点施策事業名：スタートアップ創業支援事業（新規）

事 業 期 間：令和５年度～令和９年度

部 課 等 名：商工労働部 産業政策課

１ 事業の目的・内容
新たな産業の創出や様々な社会課題の解決を牽引する起業家やスタートアッ

プの輩出・育成に向け、スタートアップの創業のワンストップ相談体制を整備
するとともに、起業に必要な経費の補助及び事業立ち上げ等に関する伴走支援
を行う。

２ 事業の実績
（単位：千円）

重点施策

事 業 名

令 和 ５ 年 度

備 考
計 画 実 績

当 初

予算額
事業内容 決算額 事業内容

スタート
アップ創
業支援事
業

・ ス タ ー ト ア ッ
プ 創 業 相 談 窓 口
を 設 置 ・ 運 営 す
る。
・ ス タ ー ト ア ッ
プ 起 業 支 援 金 を
交付する。
・ ス タ ー ト ア ッ
プ の 成 長 に 向 け
た ア ク セ ラ レ ー
シ ョ ン プ ロ グ ラ
ムを実施する。

・スタートアッ
プ 創 業 相 談 窓 口
を 設 置 ・ 運 営 し
た。
・スタートアッ
プ 起 業 支 援 金 を
交付した。
・スタートアッ
プの成長に向け
たアクセラレー
ションプログラ
ムを実施した。

★

最終予算額

執行率

％

不用額

３ 事業の効果 課題
⑴ スタートアップ創業支援事業

効果： 起業や事業成長に必要なスキル獲得の機会を提供することで、起業
に伴うリスクを最小限に抑えながら事業を展開することができる。ま
た、資金面の負担を軽減することにより、事業の開発や拡大に積極的
に取り組むことができるなどの効果が期待できる。

課題： おきなわスタートアップ・エコシステム・コンソーシアムや既存の
スタートアップコミュニティ（Ｗｅｂサイト・ＳＮＳ等）との連携に
努めたが、お互いに実施するイベントのスケジュールや内容の共有が
足りていなかった。
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基  本  項  目：新時代沖縄の到来 
  
実  施  項  目：企業の「稼ぐ力」の強化と産業の振興 
  
重点施策事業名：国際航空物流機能強化推進事業（継続） 
 
事 業 期 間：平成 24 年度～令和 13 年度 
 
部 課 等 名：商工労働部 グローバルマーケット戦略課 
 
１  事業の目的・内容  

国際物流拠点の形成に向けて、航空物流ネットワークの構築を推進するため、 
沖縄から海外へ輸出する貨物量の増加や大交易会の開催支援に取り組むととも 
に、那覇空港への国際航空便の復便・就航促進や貨物上屋の機能強化等に取り組 
む。 

 
２  事業の実績  

                              （単位：千円） 

 

重点施策 

事 業 名 

令 和 ５ 年 度 

備 考 
計  画 実  績 

当 初

予算額 
事業内容 決算額 事業内容 

国 際 航 空

物 流 機 能

強 化 推 進

事業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

632,059 

 

 

 

 

 

 

 

496,250 

 

 

 

 

 

 

 

50,000 

 

 

 

 

 

 

67,038 

 

 

 

 

 

 

 

１ 国際航空物流

機能強化推進事

業 

 

 

 

 

 

・航空コンテナス

ペース利用促進事

業により沖縄から

輸 出 す る 生 鮮 食

品、加工食品等の

輸送運賃の一部補

助を行う。 

 

・国際食品商談会

の開催支援 

 

 

 

 

 

・那覇空港への国

際航空便の復便・

就航促進や貨物上

屋の機能強化等に

取り組む。 

 

 

 

359,510 

 

 

 

 

 

 

 

282,999 

 

 

 

 

 

 

 

50,000 

 

 

 

 

 

 

10,544 

 

 

 

 

 

 

 

１ 国際航空物流

機能強化推進事

業 

 

 

 

 

 

・航空コンテナス

ペース利用促進事

業による輸送運賃

の一部補助を行っ

た 。 （ 利 用 実 績

709トン） 

 

 

・沖縄大交易会開

催 を 支 援 し た 。

（ 参 加 バ イ ヤ ー

205 社、サプライ

ヤー211 社、商談

件数 2,450 件） 

 

・那覇空港貨物タ

ーミナル貨物上屋

入居事業者に対す

る賃料補助等を実

施した。（賃料補

助２件、設備リー

ス費補助１件） 

 

☆ 

最終予算額 

381,803 

執行率 

 94.2％ 

不用額 

 22,293 

 

最終予算額  

302,488 

不用額 

 19,489 

 

 

 

 

最終予算額  

50,000 

不用額 

     0 

 

 

 

最終予算額  

10,544 

不用額 

     0 
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15,000 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

3,771 

・ 誘致コンサルテ

ィング会社による

那覇空港への国際

航空貨物便の誘致

等 

 

 

 

 

 

・事務費 

14,864 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1,103 

・国際航空運送事

業者や国際貨物取

扱事業者等に対す

る誘致活動、航空

コンテナスペース

利用促進事業の利

用事業者等に対す

るヒアリング調査

等を行った。 

 

・事務費 

 

  

最終予算額 

15,000 

不用額 

   136 

 

 

 

 

 

 

最終予算額  

3,771 

不用額 

2,668 

 
 
３  事業の効果 /課題  
⑴   国際航空物流機能強化推進事業 
効果： 航空コンテナスペース利用促進事業は、県内農水産物等の輸出につな

がる取組となっており、航空物流ネットワークの構築の推進に寄与して
いるが、令和５年度は、事業スキーム変更に伴う事業者費用負担の増
加、世界的なインフレや価格高等による影響を受け、利用実績は前年度
を下回った。 
沖縄大交易会では、リアルとオンラインを掛け合わせたハイブリッド

による商談会が開催され、国内外から 205 社のバイヤー、211 社のサプ
ライヤーが参加し、商談件数は 2,450 件となった。 

課題： 貨物輸送を行う国際航空路線数及び便数の増加に加え、商用貨物輸送
が可能な中・大型機の就航等に向けた取組を行う必要がある。 
沖縄大交易については、オンラインを活用した事前・事後商談が一部

では浸透しておらず、ハイブリット開催の効果が十分に発揮できなかっ
た。そのため、オンライン商談に関するセミナーを開催するほか、関係
機関と連携し、商談のサポート強化及び利用しやすい環境の整備により
成約率の向上を図る必要がある。 
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基 本 項 目：新時代沖縄の到来

実 施 項 目：企業の「稼ぐ力」の強化と産業の振興

重点施策事業名：沖縄国際物流ハブ活用推進事業（継続）

事 業 期 間：平成 年度～令和 年度

部 課 等 名：商工労働部 グローバルマーケット戦略課

１ 事業の目的・内容
沖縄国際物流ハブ機能を活用した県内事業者の海外展開促進のため、海外販促

活動や商流構築等への補助、県産品の認知度向上や定番化等海外販路拡大に向け
た取組みを実施する。

２ 事業の実績
（単位：千円）

重点施策

事 業 名

令 和 ５ 年 度

備 考計 画 実 績

当 初

予算額
事業内容 決算額 事業内容

沖 縄 国 際

物 流 ハ ブ

活 用 推 進

事業

１ 沖縄国際物流

ハブ活用推進事

業

・県産品の海外販

路開拓のため、現

地でのテストマー

ケティングやプロ

モーション等の実

証検証を行う。

・ 県 内 事 業 者 の 販

売 促 進 支 援 や 商 品

改 良 支 援 な ど 、 県

内 事 業 者 の 商 流 構

築 支 援 を 行 う 。 あ

わ せ て 、 一 定 の 輸

出 実 績 等 を 有 す る

中 核 的 事 業 者 へ の

更 な る 販 路 拡 大 支

援 の た め 、 新 た

に 、 ブ ラ ン ド 構

１ 沖縄国際物流

ハブ活用推進事

業

・ 県 産 品 の 海 外 販

路 開 拓 の た め 、 テ

ス ト マ ー ケ テ ィ ン

グ や プ ロ モ ー シ ョ

ン 等 の 実 証 検 証 を

２ か 国 （ 香 港 ・ シ

ン ガ ポ ー ル ） に お

いて行った。

・ 県 内 事 業 者 の 販

売 促 進 支 援 、 商 品

改 良 支 援 な ど 、 県

内 事 業 者 の 商 流 構

築支援（ 件）を

行 っ た 。 あ わ せ

て 、 一 定 の 輸 出 実

績 等 を 有 す る 中 核

的 事 業 者 へ の 更 な

る 販 路 拡 大 支 援 の

た め 新 た に ブ ラ ン

☆

最終予算額

執行率

％

不用額

最終予算額

最終予算額

不用額
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築 、 新 商 品 開 発 、

Ｅ Ｃ サ イ ト 構 築 等

の支援を行う。

・他県と連携した

ハブ活用促進商談

会や海外でのオン

ラインを活用した

プロモーション等

を開催する。

・県内事業者によ

る県外商談会への

参加のための渡航

支援及び海外流通

事業者の招へいに

係る支援を行う。

・事務費

ド 構 築 、 新 商 品 開

発 に 係 る 支 援 （ ３

件）を行った。

・ 他 県 と 連 携 し た

ハ ブ 活 用 促 進 商 談

会 （ ３ 県 ） や 海 外

で の オ ン ラ イ ン を

活 用 し た プ ロ モ ー

シ ョ ン 等 （ ２ 市

場）を開催した。

・県内事業者によ

る県外商談会への

参加のための渡航

支援（６件）及び

海外流通事業者の

招へいに係る支援

（１件）を行っ

た。

・事務費

最終予算額

最終予算額

不用額

最終予算額

不用額

３ 事業の効果 課題
⑴ 沖縄国際物流ハブ活用推進事業

効果： 県内輸出事業者等による沖縄からの年間輸出額は、前年度を上回る額に

は至らなかったが、県内事業者に対する海外展開支援や商品開発等への補

助は前年度の 件から増加し 件行うことができた。

課題： 引き続き沖縄国際物流ハブ機能を活用した県内企業への海外ビジネス展

開の支援や県産農林水産物のブランディングによる差別化などにより、県

内輸出事業者等の年間輸出額の拡大に取り組む必要がある。また、県産品

の高付加価値化による認知度向上と定番化に向けた取組を進めていく。
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基  本  項  目：新時代沖縄の到来 
  
実  施  項  目：企業の「稼ぐ力」の強化と産業の振興 
  
重点施策事業名：沖縄県投資環境プロモーション事業（継続） 
 
事 業 期 間：平成 26 年度～令和 13 年度 
 
部 課 等 名：商工労働部 企業立地推進課 
 
１  事業の目的・内容  

   国内外企業の立地促進を目的とした、沖縄県の投資環境をＰＲするための広報
活動等を行う。 

 
２  事業の実績  

                              （単位：千円） 

 

重点施策 

事 業 名 

令 和 ５ 年 度 

備 考 
計  画 実  績 

当 初

予算額 
事業内容 決算額 事業内容 

沖 縄 県 投

資 環 境 プ

ロ モ ー シ

ョン事業 

41,417 １  沖縄県投資環

境プロモーショ

ン事業 

・国内外の展示会

への出展及び企業

誘致セミナーの開

催、投資環境視察

ツアー等により沖

縄の投資環境等を

ＰＲする。 

40,323 １  沖縄県投資環

境プロモーショ

ン事業 

・国内外の展示会

への出展及び企業

誘致セミナーの開

催、投資環境視察

ツアー等により沖

縄の投資環境等を

ＰＲした。 

・展示会２回 

・セミナー４回 

・視察ツアー２回 

 

☆ 

最終予算額 

41,417 

執行率 

97.4％ 

不用額 

 1,094 

 
３  事業の効果 /課題  
⑴   沖縄県投資環境プロモーション事業 
効果： 企業誘致セミナーの実施、展示会出展を通じて沖縄県における投資環

境のＰＲを行った。これまでの継続した取組により、情報通信関連企業
943 社（令和４年度末時点）、旧うるま地区への製造・物流関連企業 83
社（令和５年度末時点）の集積につながっている。 

課題： 県内企業のＤＸの底上げや新ビジネスにつながる取組を展開する企業
の誘致を行い、県内企業との連携・共創を促進するため、引き続き効果
的かつきめ細やかなプロモーション活動を行う必要がある。 
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基 本 項 目：新時代沖縄の到来

実 施 項 目：企業の「稼ぐ力」の強化と産業の振興

重点施策事業名：航空関連産業クラスター形成促進事業（継続）

事 業 期 間：平成 年度～令和９年度

部 課 等 名：商工労働部 企業立地推進課

１ 事業の目的・内容
那覇空港内に整備した航空機整備施設を起点に航空関連産業クラスターを形成

するため、国内外での企業誘致活動等の実施や県内教育機関等と航空関連企業間
の連携を促進する取り組みを実施するとともに、アクションプランの進捗把握等
を行う。

２ 事業の実績
（単位：千円）

重点施策

事 業 名

令 和 ５ 年 度

備 考
計 画 実 績

当 初

予算額
事業内容 決算額 事業内容

航 空 関 連

産 業 ク ラ

ス タ ー 形

成 促 進 事

業

１ 航空関連産業

クラスター形成

促進事業

･展示会、セミナー
等 の プ ロ モ ー シ ョ
ン 活 動 や 、 航 空 関
連 産 業 人 材 育 成 ・
確 保 支 援 に 向 け た
関 係 機 関 と 連 携 し
た 広 報 ・ 周 知 等 の
取 組 を 行 う と と も
に 、 ア ク シ ョ ン プ
ラ ン の 進 捗 確 認 及
び 改 善 策 を 提 言 す
る 有 識 者 会 議 を 開
催する。

１ 航空関連産業

クラスター形成

促進事業
･展 示 会 、 セ ミ ナ
ー等のプロモーシ
ョンや航空人材の
確保に向けた広報
活動のほか、有識
者会議を開催し、
改善策の提言を受
けた。
・  展示会 １回
・  セミナー１回
・  県 内 高 校 生 向

け 企 業 見 学 会
１回

・  小 中 学 生 向 け
の キ ャ リ ア 教
育冊子の配布

・  沖 縄 県 航 空 関
連 産 業 ク ラ ス
タ ー 形 成 加 速
会議 ３回

☆
最終予算額

執行率
％

不用額

３ 事業の効果 課題
⑴ 航空関連産業クラスター形成促進事業

効果： 航空機整備事業を中核とした航空関連産業クラスター形成に向け
て、本県の取組や特区制度のプロモーション等を実施することによ
り、県内航空機整備事業者と県外企業とのマッチング等を行った。

また、企業見学会の開催支援により、県内工業系人材の就業意欲の
醸成を図るとともに、県内小中学生向けに航空機整備事業の認知、業
界イメージを向上させる取組を行った。

課題： 航空関連産業クラスター形成に向けた企業集積を図る ため、企業
誘致や航空人材の育成・確保等に引き続き取り組む必要がある。
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基 本 項 目：新時代沖縄の到来

実 施 項 目：企業の「稼ぐ力」の強化と産業の振興

重点施策事業名：国際物流拠点地域うるま地区立地企業支援事業（継続）

事 業 期 間：令和３年度～令和６年度

部 課 等 名：商工労働部 企業立地推進課

１ 事業の目的・内容
立地企業と県内企業等との連携を促進し、生産性の向上や稼ぐ力の強化を図る

ため、経営支援やマッチング支援を行う専門家派遣等を実施。

２ 事業の実績
（単位：千円）

重点施策

事 業 名

令 和 ５ 年 度

備 考
計 画 実 績

当 初

予算額
事業内容 決算額 事業内容

国 際 物 流

拠 点 地 域

う る ま 地

区 立 地 企

業 支 援 事

業

１ 国際物流拠点

地域うるま地区

立地企業支援事

業

・国際物流拠点産

業集積地域うるま

地区の立地企業の

支援を行うため、

当該企業に経営支

援の専門家派遣を

実施する。

１ 国際物流拠点

地域うるま地区

立地企業支援事

業

・国際物流拠点産

業集積地域うるま

地区の立地企業の

支援を行うため、

当該企業に経営支

援の専門家派遣を

実施した。

・マッチング商談

会 １回

・企業間連携促進

交流会 ２回

最終予算額

執行率

％

不用額

３ 事業の効果 課題
⑴ 国際物流拠点地域うるま地区立地企業支援事業

効果： うるま地区の立地企業に対し、立地後から操業安定に至るまでのきめ
細かなハンズオン支援を行い、当該企業の生産性を向上させ、及び稼ぐ
力を強化することで、地域全体の産業高度化及び地域経済の発展に寄与
した。

課題： うるま地区の立地企業においては、県内発注先の確保や新規販路開
拓、輸送コストの負担による利益の圧迫、人材育成等が課題となってい
る。そのため、立地企業の個々のニーズや課題に応じたきめ細かな支援
を通して、生産性の向上と稼ぐ力の強化を図ることにより、安定操業及
び事業拡大につなげていく必要がある。



－ 313 －

 基  本  項  目：新時代沖縄の到来 
  
 実  施  項  目：企業の「稼ぐ力」の強化と産業の振興 
  
 重点施策事業名：産学官連携製品開発支援事業（継続） 
 
 事 業 期 間：平成 24 年度～令和６年度 
 
 部 課 等 名：商工労働部 ものづくり振興課 
 
  １  事業の目的・内容  
    県内企業を中心とした産学官連携等共同体による本県の地域資源等を活用し

た製品開発プロジェクトに対して開発費の補助を行うとともに、専門人材に
よるハンズオン支援や製品開発に向けて必要な講座を実施し、競争力の高い
ものづくり産業を創出する。 

 
  ２  事業の実績  
                              （単位：千円） 

重点施策 

事 業 名 

令 和 ５ 年 度  
 

備 考 

 

計  画 実  績 

当 初 

予算額 
事業内容 決算額 事業内容 

産 学 官 連
携 製 品 開
発 支 援 事
業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

47,666 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１  産学官連携製
品開発支援事業 

・県内ものづくり
企業、試験研究機
関等からなる共同
研究体による製品
開発プロジェクト
を３件補助すると
ともに、受託事業
者にコーディネー
ターを配置し、補
助事業者の製品開
発の進捗管理等の
ハ ン ズ オ ン 支 援
と、製品開発講座
を１回実施する。 

 

45,457 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

１  産学官連携製 
品開発支援事業 

・県内ものづくり
企業、試験研究機
関等からなる共同
研究体による製品
開発プロジェクト
を３件補助したと
ともに、受託事業
者にコーディネー
ターを配置し、補
助事業者の製品開
発の進捗管理等の
ハ ン ズ オ ン 支 援
と、製品開発講座
を２回実施した。 

 

☆ 

最終予算額 

47,666 

執行率 

95.4％ 

不用額 

2,209 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
  ３  事業の効果 /課題  
    ⑴ 産学官連携製品開発支援事業  
    効果： 本事業の製品開発プロジェクトにおいて、沖縄産カイコを活用した

疾患関連タンパク質製品や、水ガラスの生産・製造技術、安全性と品
質の安定性を高めた沖縄県産精製タマヌオイルが開発された。 

    課題： 補助により開発した製品を本格的に販売できる商品にするために
は、量産体制の整備や特許の取得など、それぞれの課題に応じたフォ
ローアップが必要である。 



－ 314 －

基  本  項  目：新時代沖縄の到来 
  
実  施  項  目：企業の「稼ぐ力」の強化と産業の振興 
  
重点施策事業名：ものづくり生産性向上支援事業（継続） 
 
事 業 期 間：平成 24 年度～令和５年度 
 
部 課 等 名：商工労働部 ものづくり振興課 
 
１  事業の目的・内容  

県内ものづくりの生産性向上を図るため、県内企業の生産技術開発等を支援す 
  るとともに、県内製造業へ生産技術等の普及を実施する。 
 
２  事業の実績  

                              （単位：千円） 

重点施策 

事 業 名 

令 和 ５ 年 度 

備 考 
計  画 実  績 

当 初

予算額 
事業内容 決算額 事業内容 

も の づ く

り 生 産 性

向 上 支 援

事業 

 

40,548 

 

１ ものづくり生

 産性向上支援事

 業 

・工業技術センタ

ーと共同で生産性

を向上させる技術

開発を行う県内企

業に対し、経費を

４件補助する。ま

た、専門家による

ハンズオン支援や

開発した技術を普

及する。 

 

37,911 

 

１ ものづくり生

 産性向上支援事

 業 

・工業技術センタ

ーと共同で生産性

を向上させる技術

開発を行う県内企

業に対し、経費を

５件補助した。ま

た、専門家による

ハンズオン支援や

開発した技術を普

及した。 

 

☆ 

最終予算額 

40,548 

執行率 

93.5％ 

不用額 

2,637 

 

 

 
３  事業の効果 /課題  
⑴   ものづくり生産性向上支援事業 
効果： 工業技術センターとの共同開発において、自動化による作業者の負担 

軽減、作業効率の向上及び製造工程の一部機械化による生産数増加な
ど、県内企業の生産性向上に寄与した。 

課題： 開発した技術の定着や、実際に生産性向上の効果が確認できるまでに
時間を要するため、継続的なフォローアップ支援が必要である。 

              また、普及する成果については、汎用性を高めるためのブラッシュ 
アップが必要である。 
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基  本  項  目：新時代沖縄の到来  
  
実  施  項  目：企業の「稼ぐ力」の強化と産業の振興  
  
重点施策事業名：製造業県内発注促進事業（継続）  
 
事 業 期 間：平成 28 年度～令和５年度  
 
部 課 等 名：商工労働部  ものづくり振興課  
 
１  事業の目的・内容  

県内製造業の情報収集およびマッチング支援と、専門家派遣など総合支援を行
う。  

 
２  事業の実績  

                              （単位：千円）  

 

重点施策  

事 業 名 

令  和  ５  年  度  

備  考  
計   画  実   績  

当 初

予算額  
事業内容  決算額  事業内容  

製 造 業 県

内 発 注 促

進事業  

 

 

 

 

 

 

 

 

17,729 

 

 

 

 

 

 

 

１  製造業県内発

注促進事業  

・県内製造業への

発注を促進するた

め、県内製造業  

100 社を訪問し、

企業間マッチング

支援を 50 件実施

する。  

 

 

17,357 

 

 

 

 

 

 

 

 

１  製造業県内発

注促進事業  

・県内製造業 192

社を訪問し、企業

間マッチング支援

を 48 件実施し

た。  

 

 

 

 

☆  

最終予算額  

17,729 

執行率  

97.9％  

不用額  

  372 

 
３  事業の効果 /課題  
⑴  製造業県内発注促進事業 
効果：  本事業により、県内製造業 192 社を訪問し、県外発注の有無や加工に

必要な機械設備や製造ノウハウ等に関する情報の収集を行い、 48 件の
企業間マッチングを実施した。企業間マッチング支援により、 10 件の
県内製造業への発注に繋げた。  

課題：  マッチング支援後、成約に至らなかった案件について、適切な支援方  
法を検討し、県内製造業への発注件数増を図る必要がある。  
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基  本  項  目：新時代沖縄の到来 
  
実  施  項  目：企業の「稼ぐ力」の強化と産業の振興 
  
重点施策事業名：稼ぐ県産品支援事業（継続） 
 
事 業 期 間：平成４年度～令和 13 年度 
 
部 課 等 名：商工労働部 グローバルマーケット戦略課 
 
１  事業の目的・内容  

   県産品の商品力を高めるための専門家によるセミナーや助言、プロモーション 
展開のほか、県外の様々な販売チャネルやマッチング機会を活用し、県産品の販 
路拡大に向けた総合的な支援を行う。 

 
２  事業の実績  

                              （単位：千円） 

 

重点施策 

事 業 名 

令 和 ５ 年 度 

備 考 
計  画 実  績 

当 初

予 算 額 
事業内容 決算額 事業内容 

稼ぐ県産

品支援事

業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

6 4 , 7 3 4  

 

 

 

 

 

 

 

1 7 , 0 5 5  

 

 

 

 

 

 

 

9 , 8 2 8  

 

 

 

 

 

 

 

3 7 , 8 5 1  

 

１ 稼ぐ県産品支

援事業 

 

 

 

 

 

 

・県産品のブラン

ド形成や高付加価

値化を図るため、

生活提案型商業施

設（セレクトショ

ップ）でプロモー

ションを行う。 

 

・商品力を高める

ため、マーケティ

ングや品質管理等

に関するセミナー

やハンズオン支援

を実施する。 

 

 

・県内企業の県外

展開を促進するた

め、沖縄フェア開

催、商品開発、商

談会への出展等の

支援を行う。 

54, 81 2  

 

 

 

 

 

 

 

1 5 , 7 1 0  

 

 

 

 

 

 

 

9 , 5 1 4  

 

 

 

 

 

 

 

2 9 , 5 8 8  

１ 稼ぐ県産品支

援事業 

 

 

 

 

 

 

・生活提案型商業

施設（セレクトシ

ョップ）において

プロモーションを

実 施 し た 。 （ ５

回） 

 

 

・商品力を高める

ためのマーケティ

ングセミナーを実

施し、 22 社 の 参

加があり、 12 件

のハンズオン支援

を行った。 

 

・沖縄フェア開

催、商品開発、商

談会への出展等に

対する補助を行

い、県内企業の県

外展開を促進し

た。（24 件） 

 

☆ 
最終予算額 

64, 7 3 4  

執行率 

84. 7％ 

不用額 

9,9 22  
 

 

最終予算額  

17 , 0 5 5  

不用額 

 1, 34 5  

 
 

 

 

 

最終予算額  

9, 8 2 8  

不用額 

  3 14  

 

 

 

 

最終予算額  

37 , 8 5 1  

不用額 

8,2 63  
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３  事業の効果 /課題  
⑴   稼ぐ県産品支援事業 
効果： 県外の生活提案型商業施設（セレクトショップ）において、プロモー

ションを５回（５店舗）開催し、県産品の高付加価値化に向けたイメー
ジの転換や新たな顧客層の獲得につながった。 
また、県外展開に積極的に取り組む県内企業の商談会出展、商品開発 

に対する補助を行うほか、県外市場での販路拡大に向けたマーケティン 
グ、商品開発、品質管理等に関するセミナーやハンズオン支援を実施し 
たことにより、県産品の販路拡大、人材育成等に繋がった。 

課題： 県内では零細企業が多く、マーケティング力が脆弱な企業が多いた
め、県産品の高付加価値化や県外における販路拡大の推進には、県外市
場のニーズに合った競争力のある商品開発等が求められる。 
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基  本  項  目：新時代沖縄の到来 
  
実  施  項  目：企業の「稼ぐ力」の強化と産業の振興 
  
重点施策事業名：琉球泡盛新発展戦略事業（継続） 
 
事 業 期 間：令和３年度～令和６年度 
 
部 課 等 名：商工労働部 ものづくり振興課 
 
１  事業の目的・内容  

琉球泡盛の振興を図るため、業界の実施するプロモーション活動や個別酒造  
  所に対する企業特性に応じた戦略的な支援を実施する。 
 
２  事業の実績  

                              （単位：千円） 

 

重点施策 

事 業 名 

令 和 ５ 年 度 

備 考 
計  画 実  績 

当 初

予算額 
事業内容 決算額 事業内容 

琉 球 泡 盛

新 発 展 戦

略事業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

40,130 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 琉球泡盛新発

展戦略事業 

・泡盛の科学的解

析を進める調査研

究事業や酒造組合

及び酒造所が実施

するプロモーショ

ン及び個別酒造所

に対するマーケテ

ィング活動等へ補

助する。 

 

 

 

 

38,923 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 琉球泡盛新発

展戦略事業 

・泡盛の科学的解

析を進める調査研

究事業や酒造組合

が実施するプロモ

ーション（６件）

及び個別酒造所に

対するマーケティ

ン グ 活 動 等 （ ４

者）へ補助した。 

 

 

☆ 

最終予算額 

40,130 

執行率 

97.0％ 

不用額 

1,207 

 

 

 
３  事業の効果 /課題  
⑴ 琉球泡盛新発展戦略事業 
効果： 本事業により、工業技術センターに整備している泡盛試醸酒ライブラ

リ等をベースとした技術相談による製品開発の支援（４件）をした。ま
た、県内外の若年者等の認知度向上のため、酒造組合によるＳＮＳ等を
活用したプロモーション（６件）を開催するとともに、個別酒造所（４
者）に対する補助により、新商品の立案、マーケティングの強化、他業
界との連携などを図り、売上増に寄与した。 

課題： 業界全体での泡盛のブランディング、消費者ニーズに対応した商品開
発や新たな手法の販売促進などプロモーションの強化に継続的に取り組
む必要がある。また、個別酒造所については、商品開発力やマーケティ
ング力など経営基盤を強化する取組を継続して実施する必要がある。 
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基  本  項  目：限りない沖縄の可能性を未来へ、新時代沖縄の到来 
  
実  施  項  目：企業の「稼ぐ力」の強化と産業の振興 
  
重点施策事業名：バイオ関連産業事業化促進事業（継続） 
 
事 業 期 間：令和４年度～令和６年度 
 
部 課 等 名：商工労働部 ものづくり振興課 
 
１  事業の目的・内容  

バイオ関連分野の産業化を推進するため、県内バイオ企業の製品化・事業化に
向けた技術開発支援を行う。 

 
２  事業の実績  

                              （単位：千円） 

 

重点施策 

事 業 名 

令 和 ５ 年 度 

備 考 
計  画 実  績 

当 初

予算額 
事業内容 決算額 事業内容 

バ イ オ 関

連 産 業 事

業 化 促 進

事業 

 

 

 

 

 

176,389 

 

 

 

 

 

 

 

 

１  バイオ関連産

業事業化促進事

業 

・県内バイオ関連

企業の事業化を見

据えた製品・技術

等の開発に対し、

補助金にて支援す

る。 

 

169,771 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１  バイオ関連産

業事業化促進事

業 

・県内バイオ関連

企業の事業化を見

据えた製品・技術

等 の 開 発 に つ い

て、令和４年度に

本事業で支援した

取組を対象に、有

識者等から構成さ

れる委員会で事業

評価を行い、７事

業を補助金にて継

続支援した。 

 

☆ 

最終予算額 

176,389 

執行率 

 96.2％ 

不用額 

  6,618 

 

 
３  事業の効果 /課題  
⑴ バイオ関連産業事業化促進事業 
効果： 本事業の支援により、県内バイオ関連企業の新製品の開発や新技術の

実証等がなされ、事業化や実用化に向けた取組が加速し、高付加価値な
ものづくり産業の創出に寄与する成果が得られた。 

課題： バイオ関連技術等の製品化・事業化には長い時間と多額の費用が必要
であることから、継続した支援が必要である。 
また、製品化・事業化等の早期実現のため、的確な課題整理と課題解

決に向けた取組を加速する必要がある。 
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基  本  項  目：新時代沖縄の到来 
  
実  施  項  目：企業の「稼ぐ力」の強化と産業の振興 
  
重点施策事業名：バイオ関連企業経営支援事業（継続） 
 
事 業 期 間：令和４年度～令和５年度 
 
部 課 等 名：商工労働部 ものづくり振興課 
 
１  事業の目的・内容  

   バイオ関連企業の事業化等を加速するため、資金調達、販路開拓等のハンズオン 

支援に加え、経営ノウハウ等の人材育成及び確保等の支援を実施する。 

 
２  事業の実績  

                              （単位：千円） 

 

重点施策 

事 業 名 

令 和 ５ 年 度 

備 考 
計  画 実  績 

当 初

予算額 
事業内容 決算額 事業内容 

バ イ オ 関

連 企 業 経

営 支 援 事

業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

35,063 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１  バ イオ関連企 

業経営支援事業 

・各企業の研究成

果等の情報発信

や、他企業とのマ

ッチング、事業・

資金計画作成支

援、企業ニーズに

則した人材育成プ

ログラムを実施す

る。 

33,751 １  バ イオ関連企 

業経営支援事業 

・各種イベントを

通じて支援企業の

情報発信と企業マ

ッチング支援を行

い、面談を通じて

事業・資金計画作

成支援等を 14 社に

対して実施したほ

か、経営人材育成

に関するセミナー

を２回実施した。 

☆ 

最終予算額 

35,063 

執行率 

96.3％ 

不用額 

1 , 3 1 2  

 

 
３   事業の効果 /課題  
⑴  バイオ関連企業経営支援事業 
効果： 支援企業に対して、各企業の課題に則した経営支援やバイオジャパン等 

の２つの展示会への参加を促した。県外企業に対して情報発信及び企業マ 
ッチング支援を行い、110 件の企業マッチングを実施した。また、資金調 
達の際に必要な事業・資金計画作成のハンズオン支援を行い、企業経営の 
改善や事業化の加速に繋がった。 

課題： バイオ産業を取り巻く環境の変化が激しく、資金調達先や販路開拓方法 
によって経営戦略を変更しなければならないため、定期的に事業計画を見 
直し、適宜修正する必要がある。 
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基  本  項  目：新時代沖縄の到来 
  
実  施  項  目：企業の「稼ぐ力」の強化と産業の振興 
  
重点施策事業名：島工藝おきなわ販路拡大推進事業（継続） 
 
事 業 期 間：令和４年度～令和８年度 
 
部 課 等 名：商工労働部 ものづくり振興課 
 
１  事業の目的・内容  

工芸産業の活性化を図るため、沖縄独自の魅力を活かした工芸品等の認知度向
上及び販売強化を促進する。 

 
２  事業の実績  

                              （単位：千円） 

 

重点施策 

事 業 名 

令 和 ５ 年 度 

備 考 
計  画 実  績 

当 初

予算額 
事業内容 決算額 事業内容 

島 工 藝 お

き な わ 販

路 拡 大 推

進事業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

29,423 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 島工藝おきな

わ販路拡大推進

事業 

 

・広報やイベント

出展等による沖縄

の工芸品等の認知

度向上、販売促進

プロモーションの

実施に加え、工芸

品の販売促進に繋

がる流通事業者等

の販路拡大や商品

開発等の取組への

支援を行う。 

 

24,209 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 島工藝おきな

わ販路拡大推進

事業 

 

・広報誌掲載等の

広報や、イベント

出展等を計 10 件

実施したほか、流

通事業者等の県外

・国外での工芸品

展示販売会や商品

開発の取組等への

補助を 11 件実施

し、工芸品等の認

知度向上及び販売

強化促進に取り組

んだ。 

☆ 

最終予算額 

29,423 

執行率 

82.3％ 

不用額 

5,214 

 

 
３  事業の効果 /課題  
⑴   島工藝おきなわ販路拡大推進事業 
効果： 本事業により、広報誌掲載等による県工芸品の広報や、イベント出展

等を実施したことで、沖縄の工芸品の認知度向上及び販売促進が図られ
た。また、工芸品の販売促進に繋がる流通事業者等の県外・国外での工
芸品展示販売会や商品開発、県内イベントにおける観光消費促進の取組
への補助により、売上実績の向上に繋がった。 

課題： 好調な入域観光客の増加等を踏まえ、観光分野の意見や視点を工芸販
売者や生産者が取り込めるようにサポートを行い、本県工芸品の観光消
費の取り込みや県外での更なる販売促進に繋げる必要がある。 
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基  本  項  目：新時代沖縄の到来 
  
実  施  項  目：企業の「稼ぐ力」の強化と産業の振興 
  
重点施策事業名：県単融資事業（継続） 
 
事 業 期 間：昭和 47 年～ 
 
部 課 等 名：商工労働部 中小企業支援課 
 
１  事業の目的・内容  

県内中小企業者の方々が十全な資金のもと事業を行えるように、県、保証協
会、金融機関及び商工会等支援機関が相互に連携しながら、中小企業者が少ない
負担で円滑な資金調達をできるよう資金繰り支援を行う。 

 
２  事業の実績  

                              （単位：千円） 

 

重点施策 

事 業 名 

令 和 ５ 年 度 

備 考 
計  画 実  績 

当 初

予算額 
事業内容 決算額 事業内容 

県 単 融 資

事業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

64,583,994 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 県単融資事業 

・中小企業の事業

活動の円滑化に必

要な資金を金融機

関と協調し、融資

する。 

 

貸付枠（新規融資

分） 

約 27,154 百万円 

 

69,390,105 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 県単融資事業 

・中小企業の事業

活動の円滑化に必

要な資金を金融機

関と協調し、融資

した。 

 

貸付枠（新規融資

分） 

約 40,171 百万円 

（3,131 件） 

最終予算額 

69,492,576 

執行率 

99.9％ 

不用額 

102,471 

 

 

 
３  事業の効果 /課題  
⑴ 県単融資事業 
効果： 事業活動に必要な資金を融資することにより、県内中小企業の振興に

寄与する効果があった。特に、３年間実質無利子、保証料ゼロのいわゆ
るゼロゼロ融資の返済本格化が始まることを受け、伴走支援型借換等対
応資金などの特例的資金繰り支援を行い、中小企業者の事業継続に一定
の効果をもたらした。 

課題： 引き続き、金融機関や支援機関と連携し、県内中小企業者の円滑な資
金繰り支援に努め、県内中小企業者の事業継続に向けた取組を推進して
いく必要がある。 
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基  本  項  目：新時代沖縄の到来 
  
実  施  項  目：企業の「稼ぐ力」の強化と産業の振興 
  
重点施策事業名：小規模事業経営支援事業（継続） 
 
事 業 期 間：昭和 47 年度～ 
 
部 課 等 名：商工労働部 中小企業支援課 
 
１  事業の目的・内容  

商工会及び商工会議所が、小規模事業者の経営の改善発達を支援する事業（経
営改善普及事業）を実施することにより、小規模事業者の経営基盤の充実を図
り、県経済の健全な発展に寄与する。 

 
２  事業の実績  

                              （単位：千円） 

 

重点施策 

事 業 名 

令 和 ５ 年 度 

備 考 
計  画 実  績 

当 初

予算額 
事業内容 決算額 事業内容 

小 規 模 事

業 経 営 支

援事業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1,201,109 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１  小 規 模 事 業者

経営支援事業費 

・窓口・巡回等に 

よ る 相 談 ・ 指 導

等、専門家派遣に 

よる課題解決、金 

融の斡旋、指導力 

向上等に取り組む 

ことにより、小規 

模事業者の経営基 

盤の強化を図る。 

 

 

1,200,249 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 小規模事業者

経営支援事業費 

・窓口・巡回等に 

よ る 相 談 ・ 指 導

等、専門家派遣に 

よる課題解決、金 

融の斡旋、指導力 

向上等に取り組む 

ことにより、小規 

模事業者の経営基 

盤 の 強 化 を 図 っ

た。 

 

 

最終予算額 

1,203,286

執行率 

99.7％ 

翌年度繰越額  

0 

不用額 

3,037 

 

 

 
３  事業の効果 /課題  
⑴ 小規模事業経営支援事業費 
効果： 商工会・商工会議所等の実施する経営改善普及事業に対する支援を行

うことにより、相談・指導体制の強化が図られるとともに、小規模事
業者の経営基盤等の強化が図られた。 

課題： 国や関係機関の施策と連携しながら、小規模事業者に対する新たな支
援や商工会・商工会議所等の体制強化、経営指導員の資質向上に取り組
んでいく必要がある。 
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基  本  項  目：新時代沖縄の到来 
  
実  施  項  目：企業の「稼ぐ力」の強化と産業の振興 
  
重点施策事業名：中小企業等経営革新強化支援事業（継続） 
 
事 業 期 間：平成 26 年度～ 
 
部 課 等 名：商工労働部 中小企業支援課 
 
１  事業の目的・内容  

中小企業等経営強化法に基づき、地域産業の活性化を図る目的で新商品の開発
や新サービスの提供など、中小企業の新たな取組を経営革新計画として承認する
とともに、承認企業に対するフォローアップ支援を行う。 

 
２  事業の実績  

                              （単位：千円） 

 

重点施策 

事 業 名 

令 和 ５ 年 度 

備 考 
計  画 実  績 

当 初

予算額 
事業内容 決算額 事業内容 

中 小 企 業

等 経 営 革

新 強 化 支

援事業 

28,478 １ 中小企業等経

営革新強化支援

事業 

・中小企業の新た

な取組（経営革

新）を経営革新計

画として承認し、

支援措置を講じる

ことで、中小企業

の経営革新を促進

する。 

25,367 １ 中小企業等経

営革新強化支援

事業 

・中小企業の新た

な取組（経営革

新）を経営革新計

画として承認し、

支援措置を講じる

ことで、中小企業

の経営革新を促進

した。 

 

最終予算額 

28,478 

執行率 

89.1％ 

不用額 

3,111 

 
３  事業の効果 /課題  
⑴ 中小企業等経営革新強化支援事業 
効果： 著しく変化する経営環境に即応して新商品開発や新サービスの提供な

ど、中小企業の新たな取組(経営革新)を支援するための措置を講ずるこ
とにより、中小企業の新たな事業活動の促進を図り、地域産業の発展に
寄与した。 

課題： 経営革新計画の活用を促すため、経営革新計画承認のメリットを事業
者にＰＲするとともに、各地域の商工会・商工会議所との連携による策
定支援を強化する必要がある。 
また、承認後の計画達成に向けて、計画実行に係る支援を強化し、計

画の実効性を高める必要がある。 
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基  本  項  目：新時代沖縄の到来  
  
実  施  項  目：企業の「稼ぐ力」の強化と産業の振興  
  
重点施策事業名：事業承継推進事業（継続）  
 
事 業 期 間：令和３年度～  
 
部 課 等 名：商工労働部  中小企業支援課  
 
１  事業の目的・内容  

承継後の成長・再発展を見据えた戦略的な事業承継を促進するため、事業承継
計画の策定支援や、後継者育成塾を実施するとともに、事業承継計画実施や第三
者承継の実行に要する経費の一部補助を行う。  

 
２  事業の実績  

                              （単位：千円）  

 

重点施策  

事 業 名 

令  和  ５  年  度  

備  考  
計   画  実   績  

当 初

予算額  
事業内容  決算額  事業内容  

事 業 承 継

推進事業  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

91,400 

 

１  事業承継推進

事業  

・中小企業の事業

の継続と雇用の維

持を図るため、事

業承継計画素案の

策定支援や後継育

成塾を実施すると

ともに、事業承継

に要する経費の一

部補助を行う。  

 

84,818 １  事業承継推進

事業  

・中小企業の事業

の継続と雇用の維

持を図るため、事

業承継計画素案の

策定支援や後継育

成塾を実施すると

ともに、事業承継

に要する経費の一

部補助を行った。  

 

☆  

最終予算額  
91,400 

執行率  

92.8％  

不用額  

6,582 

 
３  事業の効果 /課題  
⑴   事業承継推進事業  
効果：  事業承継計画素案の策定支援や後継育成塾を実施するとともに、事業

承継に要する経費の一部補助を行うことにより、県内中小企業者の事業
承継の取組を前進させ、事業の継続と雇用の維持に一定の効果をもたら
したものと考える。また、国、県、支援機関などの関係機関が連携し
て、事業内容の周知が図られたことにより、後継者不在率の改善にも寄
与したものと考える。  

課題：  本県の後継者不在率は、全国平均よりも高水準にあることから、沖縄
県事業承継・引継ぎ支援センターなど関係機関の実施する支援策と連携
して取組を進めていく必要がある。また、初期対応支援を行う商工会等
の経営指導員との連携体制を強化する必要がある。  
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基 本 項 目：新時代沖縄の到来

実 施 項 目：働きやすい環境づくりと多様な人材の活躍促進

重点施策事業名：若年者活躍促進事業（継続）

事 業 期 間：平成 年度～

部 課 等 名： 商工労働部 雇用政策課

１ 事業の目的・内容

若年者が、意欲・能力に応じた適切な職業を選択しキャリア形成を図るととも

に、社会経済の重要な担い手としてその能力を最大限に発揮し活躍できる環境を

創出するため、若年者の就業・定着の促進、就業意識啓発等の推進、県内就職の

促進に向けた取組を実施する。

２ 事業の実績
（単位：千円）

重点施策

事 業 名

令 和 ５ 年 度

備 考
計 画 実 績

当 初

予算額
事業内容 決算額 事業内容

若年者活

躍促進事

業

１ 新 規 学 卒 者 等

総 合 就 職 支 援 事

業

・ 県 内 大 学 等 に 就

職 支 援 員 を 配 置

し 、 就 職 相 談 や 面

接 指 導 等 の 個 別 支

援を実施

・ 新 規 学 卒 者 向 け

合 同 企 業 説 明 会 を

実施

・ 大 学 生 等 向 け 県

内 企 業 イ ン タ ー ン

シップの実施

１ 新 規 学 卒 者 等

総 合 就 職 支 援 事

業

・ 就 職 支 援 員 配 置

７ 人 、 支 援 学 生 数

人 、 就 職 者 数

人

・合同企業説明会

３ 回 開 催 人 参

加、就職者数 人

・ イ ン タ ー ン シ ッ

プ 人参加

☆

最終予算額

執行率

％

不用額

最終予算額

不用額
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２ 若 年 者 ジ ョ ブ

ト レ ー ニ ン グ 事

業

・ 歳未満の若年

者 を 対 象 と し た 座

学 研 修 及 び 職 場 訓

練等の実施

３ 未 来 の 産 業 人

材育成事業

・ 小 中 学 生 を 対 象

と し て 早 期 か ら の

就 業 意 識 や 産 業 理

解 を 深 め る た め の

職 業 人 講 話 や 、 教

員 ・ 保 護 者 ・ 職 業

人 を 対 象 と し た セ

ミナーを実施

４ 若 年 者 県 内 就

職促進事業

・ 沖 縄 県 内 企 業 へ

の Ｕ Ｊ Ｉ タ ー ン 就

職 の 相 談 窓 口 を 設

置 し 、 県 内 就 職 に

係 る 相 談 対 応 や 、

求 人 情 報 提 供 等 の

マ ッ チ ン グ 支 援 を

実施

５ 若 年 者 人 材 確

保 ・ 定 着 総 合 支

援事業

・ 企 業 の 人 材 確 保

や 職 場 定 着 を 支 援

す る 企 業 向 け 相 談

窓 口 設 置 、 専 門 家

派 遣 、 セ ミ ナ ー の

実施

２ 若 年 者 ジ ョ ブ

ト レ ー ニ ン グ 事

業

・訓練者数 人、

就職者数 人

３ 未 来 の 産 業 人

材育成事業

・ 小 中 学 校 で の 職

業人講話の実施

校 人参加、

教 員 ・ 保 護 者 ・ 職

業 人 向 け セ ミ ナ ー

３ 回 、 地 域 連 携 協

議 会 コ ー デ ィ ネ ー

タ ー 向 け 研 修 等 ２

回

４ 若 年 者 県 内 就

職促進事業

・ 相 談 件 数

件、内定者数 人

５ 若 年 者 人 材 確

保 ・ 定 着 総 合 支

援事業

・ 相 談 件 数

件、専門家派遣

社、セミナー 回

最終予算額

不用額

最終予算額

不用額

最終予算額

不用額

最終予算額

不用額
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３ 事業の効果 課題

⑴ 新規学卒者等総合就職支援事業

⑵ 若年者ジョブトレーニング事業

⑶ 未来の産業人材育成事業

⑷ 若年者県内就職促進事業

⑸ 若年者人材確保・定着総合支援事業

効果： 各種就職支援の取組を実施することにより、本事業で計 人を就

職に繋げた（大学等配置の就職支援員の支援による就職者 人、合

同企業説明会による就職者 人、訓練事業による就職者 人、ＵＪ

Ｉターン就職支援による就職者 人）。

また、小中学生への職業人講話等の取組により、就業意識の前向き

な変化や県内産業への理解促進が図られた。

課題： 求職者が、求人企業に関する情報収集手段をネットに頼る傾向があ

り、ミスマッチの一因になっていると考えられる。そのため、企業担当

者に直接質問できる企業説明会や、インターンシップ（就業体験）等へ

の参加を新規学卒者等に働きかけ、県内企業に対する理解を深めること

を一層促す必要がある。
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基  本  項  目：新時代沖縄の到来  
  
実  施  項  目：働きやすい環境づくりと多様な人材の活躍促進  
  
重点施策事業名：パーソナル・サポート事業（継続）  
 
事 業 期 間：平成 25 年度～  
 
部 課 等 名：商工労働部  雇用政策課  
 

１  事業の目的・内容  
就職困難者等に対し、専門の相談員が個別的かつ継続的に関わり、個々の状況

に応じ、就労支援等を行う。  
 

２  事業の実績  
                              （単位：千円）  

 

重点施策  

事 業 名 

令  和  ５  年  度  

備  考  
計   画  実   績  

当 初

予算額  
事業内容  決算額  事業内容  

パ ー ソ ナ

ル ・ サ ポ

ート事業  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

120,322 

 

１  パーソナル・

サポート事業  

・働くための基礎

的なスキル習得や

面接指導等による

就職準備支援、企

業実習や職業紹介

等 に よ る 就 職 支

援、巡回や個別相

談等による就労定

着支援を行うとと

もに、活用可能な

制度の情報提供等

による生活支援等

を実施する。  

119,539 

 

１  パーソナル・

サポート事業  

・様々な困難を抱

える求職者 984 人

に 対 し 、 延 べ

19,883 件の相談支

援 を 実 施 し 、 457

人を就労につなげ

た。  

☆  

最終予算額  

120,322 

執行率  

 99.3％  

不用額  

    783 

 
３  事業の効果 /課題  
⑴   パーソナル・サポート事業  
効果：  長期未就労、コミュニケーション難など様々な困難を抱える求職者に

対し、専門の相談員が個々に合わせた支援を実施し、就労につなげた。  
課題：  複合的な課題を抱える相談者は支援が長期化するため、相談者の状況

に合わせて適切な関係機関との連携を引き続き図っていく必要がある。
また、潜在的な就職困難者等に対して支援が届くように、事業の周知広
報について見直しの検討を行っていく。  
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基  本  項  目：新時代沖縄の到来 
  
実  施  項  目：働きやすい環境づくりと多様な人材の活躍促進 
  
重点施策事業名：正規雇用化促進事業（継続） 
 
事 業 期 間：平成 28 年度～ 
 
部 課 等 名：商工労働部 雇用政策課 
 
１  事業の目的・内容  

正規雇用化を検討している企業に対する専門家派遣や、経営者の意識向上を図 
  るセミナー開催等により、正規雇用化の促進を図る。 
 
２  事業の実績  

                              （単位：千円） 

 

重点施策 

事 業 名 

令 和 ５ 年 度 

備 考 
計  画 実  績 

当 初

予算額 
事業内容 決算額 事業内容 

正 規 雇 用

化 促 進 事

業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

59,816 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

36,710 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１  正規雇用化サ

ポート事業 

・既存従業員の正

規雇用化や正社員

雇用を検討してい

る企業に対し、中

小企業診断士等に

よる経営改善等の

支援を行い、正規

雇用化に繋げる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

58,030 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

40,794 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１  正規雇用化サ

ポート事業 

・既存従業員の正

規雇用化や正社員

雇用を検討してい

る企業に対し、中

小企業診断士等の

専門家派遣による

経営改善等の支援

を行い、正規雇用

化に繋げた。 

・支援企業 42 社  

・正規雇用拡大者

数    116 名 

 

 

 

 

 

☆ 

最終予算額 

59,816 

執行率 

97.0％ 

翌年度繰越額  

    0 

不用額 

1,786 

 

最終予算額  

40,810 

不用額 

   16 
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23,106 

 

 

 

 

 

２  正規雇用採用

力向上モデル事

業 

・正社員雇用を検

討している企業に

対し、採用コンサ

ルタント等の専門

家派遣による採用

活動等の支援を行

い、正規雇用促進

に繫げる。 

 

17,236 

 

 

 

 

 

２  正 規 雇 用 採用

力 向 上 モ デ ル 事

業 

・正社員雇用を検

討している企業に

対し、採用コンサ

ルタント等の専門

家派遣による採用

活動等の支援を行

い、正規雇用促進

に繫げた。 

・支援企業 29 社 

・ 正 規 雇 用 者 数 

           58 人 

 

最終予算額 

19,006 

不用額 

 1,770 

 
 
３  事業の効果 /課題  
⑴ 正規雇用化サポート事業 
効果： 支援企業 42 社に対して実施した専門家派遣により、経営改善等の支

援を通じて 116 人の正規雇用拡大を図った。 
課題： 本県の非正規雇用の割合は全国と比べ高く、更なる正規雇用拡大の必

要があり、県内企業の経営者等に対し、正社員雇用等の意識啓発を促す
必要がある。 

⑵ 正規雇用採用力向上モデル事業 
   効果： 支援企業 29 社に対して実施した専門家派遣により、採用活動等の支援   
       を通じて 58 人の正規雇用を図った。 
   課題： 採用力向上のため、企業内に採用担当者を設ける等の体制整備を図る   
      必要があり、経営者の意識改革に重点を置いて事業を実施する必要があ   
       る。 
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基 本 項 目：新時代沖縄の到来

実 施 項 目：働きやすい環境づくりと多様な人材の活躍促進

重点施策事業名：沖縄型総合就業支援拠点形成事業（継続）

事 業 期 間：平成 年度～

部 課 等 名： 商工労働部 雇用政策課

１ 事業の目的・内容

女性、高齢者、障害者など個々のニーズに応じ、生活から就職までをワンストッ

プで支援する総合就業支援拠点「グッジョブセンターおきなわ」において、きめ細

かな支援を行う。

２ 事業の実績
（単位：千円）

重点施策

事 業 名

令 和 ５ 年 度

備 考
計 画 実 績

当 初

予算額
事業内容 決算額 事業内容

沖 縄 型 総

合 就 業 支

援 拠 点 形

成 事 業

１ 沖縄型総合就

業支援拠点形成

事業

・生活から就労ま

でをワンストップ

で支援する総合的

な 就 業 支 援 拠 点

グ ッ ジ ョ ブ セ ン

タ ー お き な わ の

管理運営を行うと

ともに、センター

の拠点機能を高め

るため、入居機関

等の関係機関との

連絡調整を行う。

１ 沖縄型総合就

業支援拠点形成

事業

・グッジョブセン

ターおきなわの管

理運営及び入居機

関等の関係機関と

の連絡調整を行う

ことにより、延べ

人の利用が

あり、 人の

就職に繋がった。

最終予算額

執行率

％

不用額

３ 事業の効果 課題

⑴ 沖縄型総合就業支援拠点形成事業

効果： 窓口の一元化によって支援体制が充実し、求職者や事業主等のニー
ズに合ったより適切な支援が実施できた

課題： 若年者層における大手求人サイトを活用した就職活動の拡大等によ
り利用者数が伸び悩んでいる。引き続き入居機関等の関係機関と連携
し、求職者や企業のニーズに合った取組を強化する必要がある。
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基 本 項 目：新時代沖縄の到来

実 施 項 目：働きやすい環境づくりと多様な人材の活躍促進

重点施策事業名：障害者等就業サポート事業（継続）

事 業 期 間：平成 年度～

部 課 等 名： 商工労働部 雇用政策課

１ 事業の目的・内容

障害者等の雇用促進を図るため、企業や県民の理解促進、障害者の雇用開拓

・定着支援等を行う。

２ 事業の実績
（単位：千円）

重点施策

事 業 名

令 和 ５ 年 度

備 考
計 画 実 績

当 初

予算額
事業内容 決算額 事業内容

障 害 者 等

就 業 サ ポ

ート事業

１ 障害者等就業

サポート事業

・沖縄県障害者雇

用促進優良事業所

・優秀勤労社表彰

及び経済団体に対

する障害者雇用の

要請を行う。

・県内の障害者就

業・生活支援セン

ターに障害者雇用

開拓・定着支援ア

ドバイザーを配置

する。

・障害者雇用推進

企業登録制度の運

用、セミナー等を

通じ、事業主・県

民へ広く周知す

る。

１ 障害者等就業

サポート事業

・障害者雇用の促

進に努める事業所

及び個人に知事表

彰を行い、経済団

体に対し障害者雇

用の要請を行っ

た。

・６センターにア

ドバイザー６人を

配置した（各セン

ター１人）。

事業所等訪問延べ

件。

・障害者雇用推進

企業登録制度の運

用。啓発セミナー

を１回開催し、企

業向けセミナー等

を６回開催した。

最終予算額

執行率

％

不用額

最終予算額

不用額

最終予算額

不用額

最終予算額

不用額
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・テレワークによ

る障害者雇用事例

の紹介セミナー等

により障害者雇用

を促進する。

・導入支援の実

施。企業・支援機

関向けセミナーを

１回開催。支援機

関向け勉強会を２

回開催した。

最終予算額

不用額

３ 事業の効果 課題

⑴ 障害者等就業サポート事業
効果： 沖縄県障害者雇用優良事業所等表彰式や経済団体に対する障害者雇

用の要請、企業向けセミナーの実施や障害者雇用推進企業登録制度の
運用で、障害者雇用について、県民・企業の理解促進や企業間ネット
ワークの構築が図られた。障害者就業・生活支援センターへアドバイ
ザーを配置することにより、障害者の雇用開拓や職場定着が図られ
た。

課題： 障害者雇用を促進するため、引き続き障害者就業・生活支援センタ
ーにアドバイザーを配置し、各機関と連携の上、雇用開拓と定着支援
を行う必要がある。また、依然として約４割の企業が法定雇用率未達
成の状況から、障害者雇用推進企業登録制度を活用し、県民・企業の
理解促進に努める。
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基 本 項 目：新時代沖縄の到来

実 施 項 目：働きやすい環境づくりと多様な人材の活躍促進

重点施策事業名：離職者等就職促進事業（継続）

事 業 期 間：令和４年度～

部 課 等 名：商工労働部 雇用政策課

１ 事業の目的・内容
女性、ひとり親、障害者、高齢者などの多様な人材の労働参加の促進及び安定

雇用を図る。

２ 事業の実績
（単位：千円）

重点施策

事 業 名

令 和 ５ 年 度

備 考
計 画 実 績

当 初

予算額
事業内容 決算額 事業内容

離 職 者 等

就 職 促 進

事業

１ 女性の就職総

合支援事業

・ひとり親を含む

女性求職者を対象

に、託児機能付き

の事前研修及び短

期雇用契約による

職場訓練を行い、

安定的な雇用に繋

げる。

１ 女性の就職総

合支援事業

・ひとり親を含む

女性求職者を対象

に、託児機能付き

の事前研修及び短

期雇用契約による

職場訓練を行い、

雇用に繋げた。

・事前研修受講者

数 人

・ 職 場 訓 練 人 数

人

・就職者数 人

☆

最終予算額

執行率

％

翌 年 度 繰 越 額

不用額

最終予算額

不用額
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２ 地域巡回マッ

チングプログラ

ム事業

・県内各圏域にお

いて合同就職説明

・ 面 接 会 を 開 催

し、求人企業と求

職者等のマッチン

グを促し、求職者

を就職に繋げる。

２ 地域巡回マッ

チングプログラ

ム事業

・中南部、北部、

宮古、石垣地区に

おいて合同就職説

明・面接会を開催

し、求人企業と求

職者等のマッチン

グを促し、求職者

を就職に繋げた。

・ 参 加 求 職 者 数

名

・就職者数 名

最終予算額

不用額

３ 事業の効果 課題
⑴ 女性の就職総合支援事業

効果： ひとり親を含む女性求職者 名に対して事前研修を実施し、個々の
職業能力、職業経験に応じたきめ細やかな支援を行い 名を就職に繋
げた。

課題： 本県の女性のミスマッチによる離職率は全国と比較して高く、雇用が
不安定であることはキャリア形成に影響を与える等考えられるため、安
定雇用に繋げミスマッチによる離職を防ぐ必要がある。

⑵ 地域巡回マッチングプログラム事業
効果： 中南部、北部、石垣、宮古地区において合同就職説明・面接会を開催

し、参加求職者 名に対して求人企業と求職者等とのマッチングを促
し、 名の就職に繋げた。

課題： ウェブサイトの増加や、企業が離職を防ぐ工夫を行っていることなど
から、合同企業説明会のニーズが減少している。
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基 本 項 目：新時代沖縄の到来  
  
実 施 項 目：働きやすい環境づくりと多様な人材の活躍促進  
  
重点施策事業名：離職者等再就職訓練事業（継続）  
 
事 業 期 間：平成 14 年度～  
 
部 課 等 名：商工労働部  労働政策課  
 

１ 事業の目的・内容  

就職を希望する離職者等を対象として、職業に必要な知識・技能を習得させるた

め、民間教育訓練機関等へ委託して職業訓練を実施し、早期就職を支援する。  

 

２ 事業の実績  
                              （単位：千円）  

 

重点施策  

事 業 名 

令  和  ５  年  度  

備  考  
計   画  実   績  

当 初

予算額  
事業内容  決算額  事業内容  

離 職 者 等

再 就 職 訓

練事業  

505,102 １  離職者等再就

職訓練事業  

・離職者等を対象

に、民間教育訓練

機関等を活用した

職業訓練（委託訓

練）を実施する。  

 

361,677 １  離職者等再就

職訓練事業  

・離職者等を対象

に 、 民 間 教 育 訓 練

機 関 等 を 活 用 し た

職 業 訓 練 （ 委 託 訓

練）を実施した。  

・コース数：  

    70 コース  

・受講者数：  

    915 名  

・修了者数：  

    826 名  

最終予算額  

413,291 

執行率  

  87.5％  

不用額  

 51,614 

 
３ 事業の効果/課題  
⑴  離職者等再就職訓練事業  

効果：  就職を希望する離職者等のうち、職業能力の開発を必要とする者に対  
して、民間教育訓練機関を活用した職業訓練を行うことにより、早期就  
職を支援し、就労の促進が図られた。  

課題：  受講生の応募が定員に達しないこと等で開講することができない訓練

コースが発生した場合、訓練ニーズを捉えて追加の訓練コースを設定す

るなど、県民の職業訓練受講機会の確保を図る必要がある。  
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基  本  項  目：新時代沖縄の到来  
  
実  施  項  目：働きやすい環境づくりと多様な人材の活躍促進  
  
重点施策事業名：認定職業訓練推進事業（継続）  
 
事 業 期 間：昭和 54 年度～  
 
部 課 等 名：商工労働部  労働政策課  
 
１  事業の目的・内容  

事業主等が在職労働者等に対して行う職業訓練のうち、職業能力開発促進法に
定める一定基準を満たした認定職業訓練（都道府県知事が認定）を実施する事  
業主等に対し、職業訓練に係る経費を助成する。  

 
２  事業の実績  

                              （単位：千円）  

 

重点施策  

事 業 名 

令  和  ５  年  度  

備  考  
計   画  実   績  

当 初

予算額  
事業内容  決算額  事業内容  

認 定 職 業

訓 練 推 進

事業  

15,730 １  認定職業訓練

推進事業  

・認定職業訓練を

実施する事業主等

に対し、職業訓練

に係る経費を助成

する。  

15,646 １  認定職業訓練

推進事業  

・認定職業訓練を

実施した事業主等

１団体に対し、経

費の一部（講師の

謝 礼 金 ・ 教 材 費

等）を助成した。  

 

 

最終予算額  

15,730 

執行率  

 99.5％  

不用額  

  84 

 
３  事業の効果 /課題  
⑴  認定職業訓練推進事業  
効果：  認定職業訓練実施団体に対し、経費の一部を助成することにより、訓  

練内容の質的水準を確保し、労働者の職業能力開発の推進が図られた。  
課題：  補助金の申請が１団体のため、認定職業訓練を実施する事業主等に対  

して、補助金制度の活用を促す必要がある。  



－ 339 －

基  本  項  目：新時代沖縄の到来  
  
実  施  項  目：働きやすい環境づくりと多様な人材の活躍促進  
  
重点施策事業名：プロフェッショナル人材戦略拠点運営事業（継続）  
 
事 業 期 間：令和４年度～令和６年度  
 
部 課 等 名：商工労働部  労働政策課  
 

１  事業の目的・内容  
県内中小企業の成長を支援するため、経営革新等に取り組む企業が必要として

いる即戦力人材と地域企業との人材マッチング等を行う。  
 

２  事業の実績  
                              （単位：千円）  

 

重点施策  

事 業 名 

令  和  ５  年  度  

備  考  
計   画  実   績  

当 初

予算額  
事業内容  決算額  事業内容  

プ ロ フ ェ

ッ シ ョ ナ

ル 人 材 戦

略 拠 点 運

営事業  

50,624 １  プロフェッシ

ョナル人材戦略

拠点運営事業  

・プロフェッショ
ナル人材戦略拠点
を設置し、積極的
な企業訪問による
経営課題の掘り起
こしと、即戦力人
材のマッチング等
を行う。  

 

 

46,262 １  プロフェッシ

ョナル人材戦略

拠点運営事業  

・プロフェッショ

ナル人材戦略拠点

を設置し、 165 件

の 企 業 訪 問 を 行

い、 54 件の即戦力

人材の雇用等によ

る 成 約 を 達 成 し

た。  

★  

最終予算額  

50,624 

執行率  

 91.4％  

不用額  

 4,362 

 
３  事業の効果 /課題  

⑴  プロフェッショナル人材戦略拠点運営事業  

効果：  プロフェッショナル人材戦略拠点を設置し、 54 件の即戦力人材の雇

用又は副業・兼業による成約を達成した。成約企業では、ＳＮＳ運用の

改善や数値目標に対する経営陣とスタッフとのギャップ解消等、企業の

生産性向上や課題解決につながっている。  

課題：  他県と比べ賃金が低い沖縄県では、正規雇用における報酬面でのミス

マッチが多い。また、副業・兼業は県内で認知度が低く、副業・兼業人

材の活用に抵抗感を感じる企業が多い。このため、人材紹介手数料等の

補助に加え、副業・兼業によるプロフェッショナル人材の活用事例のセ

ミナー、広告媒体等を用いて多様な就労形態での人材活用を周知してい

く必要がある。  
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基  本  項  目：新時代沖縄の到来 
  
実  施  項  目：働きやすい環境づくりと多様な人材の活躍促進 
  
重点施策事業名：県内企業「稼ぐ力」強化人材育成事業（継続） 
 
事 業 期 間：令和４年度～令和 13 年度 
 
部 課 等 名：商工労働部 労働政策課 
 
１  事業の目的・内容  

県内企業の「稼ぐ力」を強化するため、経営の効率化やマーケティング戦略等
をテーマとした産業人材育成に関する取組を支援することで、企業の人材投資に
よる生産性の向上を図る。 

 
２  事業の実績  

                              （単位：千円） 

 

重点施策 

事 業 名 

令 和 ５ 年 度 

備 考 
計  画 実  績 

当 初

予算額 
事業内容 決算額 事業内容 

県 内 企 業

「 稼 ぐ

力 」 強 化

人 材 育 成

事業 

39,817 １  県内企業「稼

ぐ力」強化人材

育成事業 

・県内企業を対象

に、経営課題の抽

出や人材育成計画

の策定を支援する

集合型研修（セミ

ナー）、人材育成

計画を実践するた

めの自主企画研修

（ＯＪＴ研修、専

門 家 招 へ い 研 修

等）に要する費用

の 補 助 支 援 を 実

施。 

 

35,980 １  県内企業「稼

ぐ力」強化人材

育成事業 

・県内企業を対象

に、集合型研修や

周知広報イベント

（セミナー）を 11

回実施、延べ 202

人 が 受 講 し た ほ

か、企業の自主企

画 研 修 ８ 件 に 対

し、研修費用の補

助支援を実施。 

 

☆ 

最終予算額 

39,817 

執行率 

 90.4％ 

不用額 

 3,837 

 
３  事業の効果 /課題  
⑴ 県内企業「稼ぐ力」強化人材育成事業 
効果： 本事業を活用して人材育成計画を策定した企業が、人材育成計画の実

践として自主企画研修を企画し、経営者が中心となり業務プロセスの改
善や新規事業に向けた人材育成等、生産性向上に向けた経営課題の解決
に主体的に取り組んだ。 

課題： 県内企業の「稼ぐ力」を強化するためには、経営の効率化、マーケテ

ィング戦略、ブランド化等によって経営の高度化を図る必要があるが、

多くの県内企業で取組を担う人材が不足しており、経営層においても人

材投資に対する意識が十分に高まっていない。このため、主体的に人材

育成に取り組む企業を増やす必要がある。 
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基 本 項 目：新時代沖縄の到来

実 施 項 目：働きやすい環境づくりと多様な人材の活躍促進

重点施策事業名：先端ＩＴ人材育成支援事業（継続）

事 業 期 間：平成 年度～令和７年度

部 課 等 名：商工労働部 ＩＴイノベーション推進課

１ 事業の目的・内容
ＩｏＴ、ＡＩなど高度なデジタル技術やＩＴビジネスのノウハウ習得に係

る研修や、他産業との連携によるビジネスを展開できる中核人材の育成に係
る研修を実施し、県内情報通信産業の開発力の高度化を図る。

２ 事業の実績
（単位：千円）

重点施策

事 業 名

令 和 ５ 年 度

備 考
計 画 実 績

当 初

予算額
事業内容 決算額 事業内容

先 端 Ｉ Ｔ
人 材 育 成
支援事業

１ 先端 ＩＴ人 材
育成支援事業

・先端技術に関す
る各種講座やプロ
ジェクトマネジメ
ントスキル等の育
成講座を開催し、
先端技術人材や中
核 人 材 を 育 成 す
る。

また、県内ＩＴ
企業等の経営者等
を対象とした先端
技術に関するセミ
ナーを開催する。

１ 先端ＩＴ人材
育成支援事業

・先端技術に関す
る各種講座やプロ
ジェクトマネジメ
ントスキル等の育
成講座を開催し、
先端技術人材や中
核 人 材 を 育 成 し
た。

また、県内ＩＴ
企業等の経営者等
を対象とした先端
技術に関するセミ
ナーを開催した。
【実績】
・講座開催： 回
・ 受 講 者 ： 延 べ

人

☆
最終予算額

執行率
％

不用額

３ 事業の効果 課題
⑴ 先端ＩＴ人材育成支援事業

効果： ＩＴ先端技術の習得に向けた講座やプロジェクトマネジメントスキ
ル講座等の開催により、受講者のＩＴスキル、プロジェクトマネジメ
ントやマーケティング等の知識・技術が高度化、強化された。

課題： 県内ＩＴ企業のビジネスの高度化や転換を促進していくためには、
必要とされる人材の技術力や講座の実施時期等のニーズを的確に捉え
事業を実施していく必要がある。
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 基  本  項  目：新時代沖縄の到来 
 
 実  施  項  目：働きやすい環境づくりと多様な人材の活躍促進 
  
 重点施策事業名：ＤＸ人材養成事業（継続） 
 
 事 業 期 間：令和４年度～令和６年度 
 
 部 課 等 名：商工労働部 ＩＴイノベーション推進課 
 
  １  事業の目的・内容  
    企業や業界等のＤＸに必要な中核人材を養成するため、座学研修や実践形式

での研修を実施することにより、多様な人材の育成・確保を図る。 
 
  ２  事業の実績  

（単位：千円） 

 

重点施策 

事 業 名 

令 和 ５ 年 度 

備 考 
計  画 実  績 

当 初

予算額 
事業内容 決算額 事業内容 

Ｄ Ｘ 人 材
養成事業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

45,285 

 

１  ＤＸ人材養成事
業 
・ Ｄ Ｘ推 進の中 核
人材を養 成する 座
学及び実 践的な 講
座を実施する。 

 

37,683 

 

１  ＤＸ人材養成事
業 
・ Ｄ Ｘ 推 進 の 中 核
人 材 を 養 成 す る 座
学 及 び 実 践 的 な 講
座を実施した。 
 
〈実績〉 
講座回数：33 回 
受講人数：延べ 
     326 名 
 

 

 

☆ 
最終予算額 
45,285 
執行率 
83.2％ 
不用額 
7,602 

 

 

 
  ３  事業の効果 /課題  

⑴  ＤＸ人材養成事業 
    効果： ＤＸ推進リーダー、ＤＸコンサルタント、データ活用人材の各養成

講座を実施することにより、ＤＸ推進に必要な知識及びスキルの向
上が図られ、ＤＸ推進に向けた中核人材の育成に繋がった。 

    課題： 全ての産業分野においてＤＸを推進するためには、より多くの企業
等に対して講座の受講を促す必要がある。また、受講生が実際に中
核人材として活躍できるよう、受講後のフォローが必要である。  
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 基  本  項  目：新時代沖縄の到来  
  
 実  施  項  目：働きやすい環境づくりと多様な人材の活躍促進  
 
 重点施策事業名：産業人材デジタルリテラシー強化事業（継続）  
 
 事 業 期 間：令和４年度～令和６年度  
 
 部 課 等 名：商工労働部  ＩＴイノベーション推進課  
 
  １  事業の目的・内容  

幅広い業種の従業員等を対象に、デジタル技術の具体的な活用方法やデータ
利活用に関する基礎的な知識習得のためのセミナー等を実施することにより、
ＤＸ推進のための基盤づくりを図る。  

 
  ２  事業の実績  
                              （単位：千円）  

重点施策  

事 業 名 

令  和  ５  年  度  

備  考  
計   画  実   績  

当 初 

予算額  
事業内容  決算額  事業内容  

産 業 人 材
デ ジ タ ル
リ テ ラ シ
ー 強 化 事
業  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

30,023 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１  産業人材デジ 
タルリテラシー  
強化事業  

・幅広い業種の従
業員を対象に、日
常業務でデジタル
技術が使いこなせ
るよう、基礎的な
知識習得のための
セミナー等を開催
する。  
 

 

 

 

 

 

 

29,906 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１  産 業 人 材 デ ジ  
タルリテラシー  
強化事業  
・幅広い業種の従
業員を対象に、日
常業務でデジタル
技術が使いこなせ
るよう、基礎的な
知識習得のための
セミナー等を開催
した。  
 
【実績】  
・セミナー及び講
座参加人数合計：  
          657 名  
・基礎セミナー： 

 ５回  
・デジタルリテラ
シーセミナー : 
             ８回  
・デジタル技術利
活用講座 :  ８回  

 

★  
最終予算額  
30,023 
執行率  
99.6％  
不用額  

117 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   
３  事業の効果 /課題  
⑴  産業人材デジタルリテラシー強化事業  

    効果：  デジタル技術に関する基礎的な知識やスキルの習得を内容とするセ
ミナーや利活用講座に加え、デジタルへの苦手意識克服のための基礎
セミナーを実施することにより、県内企業の従業員のデジタルリテラ
シーの向上が図られた。  

    課題：  企業や従業員のニーズに応じたカリキュラム内容とすることや、各
産業団体等と連携して幅広く周知することにより、より多くの従業員
等の参加を促しデジタルリテラシーの向上を図っていく必要がある。  
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 基  本  項  目：新時代沖縄の到来 
  
 実  施  項  目：働きやすい環境づくりと多様な人材の活躍促進 
  
 重点施策事業名：ワーケーション活用型沖縄ＩＴ活性化事業（継続） 
 
 事 業 期 間：令和４年度～令和６年度 
 
 部 課 等 名：商工労働部 ＩＴイノベーション推進課 
 
  １  事業の目的・内容  
    コワーキングスペースの運営事業者が実施する、ワーケーションで来訪する

県外ＩＴ企業・ＩＴ人材と、県内ＩＴ企業・他産業及び学生等との交流を促
進するワークセッション、セミナー、ハッカソン等の取組を支援する。 

 
  ２  事業の実績  
                              （単位：千円） 

 

重点施策 

事 業 名 

令 和 ５ 年 度  
 
備 考 

 

計  画 実  績 

当 初 

予算額 

 
事業内容 決算額 

 
事業内容 

ワ ー ケ ー
シ ョ ン 活
用 型 沖 縄
Ｉ Ｔ 活 性
化事業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4,976 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１  ワーケーショ 
ン活用型沖縄ＩＴ
活性化事業 
・県内のコワーキ
ングスペース運営
事業者による、ワ
ーケーションで来
訪する県外ＩＴ企
業・人材と、県内
ＩＴ企業・他産業
及び学生等との交
流を促進する様々
な 取 組 を 支 援 す
る。 

 

 

 

 

 

 

3,826 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１  ワーケーショ 
ン活用型沖縄ＩＴ
活性化事業 
・県内のコワーキ
ングスペース運営
事業者による、ワ
ーケーションで来
訪する県外ＩＴ企
業・人材と、県内
ＩＴ企業・他産業
及び学生等との交
流を促進する取組
（セミナー、ワー
クセッション等）
を支援した。 
 
【実績】 
・支援事業件数： 

４件 
・セミナー、ワー
クセッション等へ
の累計参加者数： 

162 名 

★ 
最終予算額 

4,976  
執行率 
76.8％  
不用額 
1,150  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
  ３  事業の効果 /課題  
   ⑴  ワーケーション活用型沖縄ＩＴ活性化事業 
    効果： セミナーやワークセッション等の開催による県外ＩＴ企業・人材と

の交流を通して、相互の連携・協働の促進が図られた。 
    課題： 本事業の成果を基に事業者の取組を継続させ、新たなビジネスの創

出、地域課題の解決、県外からの企業誘致等に繋げる必要がある。 
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基 本 項 目：新時代沖縄の到来

実 施 項 目：働きやすい環境づくりと多様な人材の活躍促進

重点施策事業名：デジタル人材ＵＩＪターン支援事業（継続）

事 業 期 間：令和３年度～令和６年度

部 課 等 名：商工労働部 企業立地推進課

１ 事業の目的・内容
県内企業の高付加価値化及びＤＸの実現を通じた県内全産業の発展を図るた

め、ＵＩＪターンＩＴ技術者確保の支援及び先端ＩＴ企業の立地を促進するため
の取組を実施する。

２ 事業の実績
（単位：千円）

重点施策

事 業 名

令 和 ５ 年 度

備 考
計 画 実 績

当 初

予算額
事業内容 決算額 事業内容

デ ジ タ ル

人 材 Ｕ Ｉ

Ｊ タ ー ン

支援事業

１ デジタル人材

ＵＩＪターン支

援事業

・沖縄へのＵＩＪタ

ーンを希望するＩＴ

技術者の採用活動の

支援及び高度ＩＴ人

材を引き付ける先端

ＩＴ企業の立地促進

を実施する。

１ デジタル人材

ＵＩＪターン支

援事業

・沖縄へのＵＩＪタ

ーンを希望するＩＴ

技術者の採用活動の

支援及び高度ＩＴ人

材を引き付ける先端

ＩＴ企業の立地促進

を実施した。

・ＵＩＪターンＩＴ

技術者マッチングイ

ベント ３回

・お試し移住・イン

ターン ５名

・ＩＴ企業県内立地

トライアル ５社

☆

最終予算額

執行率

％

不用額

３ 事業の効果 課題
⑴ デジタル人材ＵＩＪターン支援事業

効果： マッチングイベント及びインターンの実施により、県内企業の採用活
動を支援するとともに、ＵＩＪターンを希望するＩＴ技術者の移住・転
職の後押しに繋がった。

また、立地トライアルの実施により、県外ＩＴ企業の代表者等に、県
内のビジネス環境について理解を深めていただき、立地の意向を高める
ことに繋がった。

課題： 立地企業を対象とした調査では、「人材不足」を課題と感じている企
業が ％を超えていることから、高度ＩＴ人材の継続的な採用支援が
必要である。
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基 本 項 目：新時代沖縄の到来 

 
実 施 項 目：働きやすい環境づくりと多様な人材の活躍促進 
  
重点施策事業名：奨学金返還支援事業（継続） 
 
事 業 期 間：令和４年度～令和７年度 
 
部 課 等 名： 商工労働部 雇用政策課 
 
１ 事業の目的・内容 

県内中小企業の人材確保・定着を支援するため、企業が従業員に対して行う 

奨学金返還支援に対し、企業が負担する経費の一部を補助する。 

 
２ 事業の実績 

                            （単位：千円） 

 

重点施策 

事 業 名 

令 和 ５ 年 度 

備 考 
計  画 実  績 

当 初

予算額 
事業内容 決算額 事業内容 

奨 学 金 返

還 支 援 事

業 

 

 

 

 

 

 

 

 

14,000 

 

 

 

 

 

１  奨学金返還支

援事業 

・従業員の奨学金

返還支援に取り組

む県内企業に対す

る補助を行う。 

8,272 

 

 

 

 

 

 

 

 

１  奨学金返還支

援事業 

・従業員の奨学金

返還支援に取り組

む県内企業 33 社

に対して補助を行

い、168 名の従業

員の奨学金返還を

支援した。 

最終予算額 

14,000 

執行率 

59.1％ 

不用額 

5,728 

 

 

 
 

３ 事業の効果/課題 

⑴ 奨学金返還支援事業 
効果： 従業員の奨学金返還に取り組む県内企業 33 社に対して補助  

金を交付し、 168 名の従業員の奨学金返還を支援した。  
この補助金を契機に制度を導入する企業が増えており、奨  
学金返済負担を抱える従業員の負担軽減につながっている。  

課題： 県内企業の人材確保と定着に資するため、本事業の周知を図り、奨 

学金返還支援制度を導入する企業を更に増やす必要がある。 
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基 本 項 目：新時代沖縄の到来

実 施 項 目：働きやすい環境づくりと多様な人材の活躍促進

重点施策事業名：働く女性応援事業（継続）

事 業 期 間：平成 年度～令和 年度

部 課 等 名：商工労働部 労働政策課

１ 事業の目的・内容
女性が働きがいをもって仕事に取り組むことができる環境づくりを推進するた

め、女性のキャリアアップに繋がる支援や女性が働き続けられる労働環境づくり
に向けた企業への支援を行う。

２ 事業の実績
（単位：千円）

重点施策

事 業 名

令 和 ５ 年 度

備 考
計 画 実 績

当 初

予算額
事業内容 決算額 事業内容

働 く 女 性

応援事業

１ 働く女性応援

事業

・女性労働者に対

する「仕事よろず

相談」及び「キャ

リアアップ・スキ

ル ア ッ プ セ ミ ナ

ー」の支援や事業

所に対する「女性

が働き続けられる

職場づくり支援プ

ログラム」の周知

・啓発・普及を行

う。

１ 働く女性応援

事業

・女性労働者に対

し「よろず相談」

を 人、「キャ

リアアップ・スキ

ルアップセミナ

ー」を 回実施

し、事業者に対し

「女性が働き続け

られる職場づくり

支援プログラム」

に係る講座を４

回、支援プログラ

ムによる専門家派

遣を 社に行

い、周知・啓発・

普及を行った。

☆

最終予算額

執行率

％

不用額

３ 事業の効果 課題
⑴ 働く女性応援事業

効果： キャリアコンサルタントによる相談対応やキャリアアップ、スキルア
ップセミナーを通し、就業を希望する女性の意欲と能力を引き出し、働
きがいをもって仕事に取り組むことができる環境づくりを推進するとと
もに、「女性が働き続けられる職場づくり支援プログラム」に基づき、
県内企業・事業所に対し、実践講座の開催及び専門家派遣を実施。当該
セミナーを通じて個々の働く女性の意欲を高めるとともに、実践講座の
開催等によって、女性が働き続けられる職場づくりを推進した。

課題： これから働く女性、現在働いている女性も含め、全ての女性を対象に
引き続き支援を続けていくとともに、女性が働き続けられる環境を整備
していく必要がある。
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基  本  項  目：新時代沖縄の到来 
  
実  施  項  目：働きやすい環境づくりと多様な人材の活躍促進 
  
重点施策事業名：非正規労働者処遇改善事業（継続） 
 
事 業 期 間：平成 28 年度～令和 13 年度 
 
部 課 等 名：商工労働部 労働政策課 
 
１  事業の目的・内容  

県内中小企業の非正規労働者等の処遇改善を図るため、専門家派遣による就  
業規則の見直し等を支援するとともに、使用者向けセミナーの開催により労務  
管理能力の向上等を図る。 

 
２ 事業の実績  

                              （単位：千円） 

 

重点施策 

事 業 名 

令 和 ５ 年 度 

備 考 
計  画 実  績 

当 初

予算額 
事業内容 決算額 事業内容 

非 正 規 労

働 者 処 遇

改善事業 

9,224 １  非正規労働者

処遇改善事業 

・専門家派遣の実

施及びセミナーを

開催する。 

 

9,200 １  非正規労働者

処遇改善事業 

・専門家派遣の実

施及びセミナーを

開催した。 

 

・派遣企業 13 社 

・セミナー ５回 

 

☆ 

最終予算額 

9,224 

執行率 

99.7％ 

不用額 

  24 

 
３  事業の効果 /課題  
⑴ 非正規労働者処遇改善事業 

効果： セミナーの開催により労働基準法等に定める労働条件等の周知・啓発 

が図られたほか、専門家派遣の実施により就業規則の改正等を支援し、

労働環境の改善及び働きやすい職場環境の促進が図られた。 

課題： 非正規労働者が働きやすい職場環境を整えるには、法令に沿った労働

条件の見直し・改善について就業規則等に定める必要があるが、県内中

小企業では就業規則等の整備が不十分であることから、法令に沿った就

業規則等の整備について事業主への周知・啓発を強化する必要がある。 
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基 本 項 目：新時代沖縄の到来 
  
実 施 項 目：働きやすい環境づくりと多様な人材の活躍促進 
  
重点施策事業名：働きやすい環境づくり推進事業（継続） 
 
事 業 期 間：平成 23 年度～令和６年度 
 
部 課 等 名：商工労働部 労働政策課 
 
１ 事業の目的・内容 

ワーク・ライフ・バランスの周知啓発により、労働者が健康で仕事と生活を両
立しながら充実した職業生活を営むことのできる、働きやすい職場環境を整備す
る。 

 
２ 事業の実績 

                              （単位：千円） 

 

重点施策 

事 業 名 

令 和 ５ 年 度 

備 考 
計  画 実  績 

当 初

予算額 
事業内容 決算額 事業内容 

働 き や す

い 環 境 づ

く り 推 進

事業 

6,808 １ 働きやすい環

境づくり推進事

業 

・セミナー開催や

企業へのアドバイ

ザー派遣により、

ワーク・ライフ・

バランスの普及啓

発及び企業におけ

る 取 組 を 推 進 す

る。 

6,243 １ 働きやすい環

境づくり推進事

業 

・セミナー開催や

企業へのアドバイ

ザー派遣により、

ワーク・ライフ・

バランスの普及啓

発及び企業におけ

る 取 組 を 推 進 し

た。 

 

・派遣企業 15 社 

・セミナー 4 回 

 

★ 

最終予算額 

6,808 

執行率 

91.7％ 

不用額 

 565 

 
３ 事業の効果/課題 

⑴ 働きやすい環境づくり推進事業 
効果： セミナー開催等によるワーク・ライフ・バランスの普及啓発や、企業

へのアドバイザー派遣等を通して、労働者の仕事と生活の調和に配慮し
た働きやすい職場環境の整備を促進するとともに、ワーク・ライフ・バ
ランスに積極的に取り組む企業（沖縄県ワーク・ライフ・バランス企
業）として、新たに９社を認証した。 

課題： 中小企業等におけるワーク･ライフ･バランスを推進するため、特に経
営者等への意識付けを図っていく必要がある。 
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基 本 項 目：沖縄らしい優しい社会の構築

実 施 項 目：世界に誇る自然環境・生物多様性の保全・継承

重点施策事業名：島しょ型エネルギー社会基盤構築事業（継続）

事 業 期 間：令和４年度～令和 年度

部 課 等 名：商工労働部 産業政策課

１ 事業の目的・内容
① 再生可能エネルギーの導入支援（離島における民間の太陽光発電事業に対す

る補助、ワンストップ窓口の開設）
② クリーンエネルギー導入拡大に向けた可能性調査等（バイオマス、水素、洋

上風力発電等）
③ クリーンエネルギー導入拡大に向けた海外との技術交流（沖縄ハワイクリー

ンエネルギー協力）

２ 事業の実績
（単位：千円）

重点施策

事 業 名

令 和 ５ 年 度

備 考
計 画 実 績

当 初

予算額
事業内容 決算額 事業内容

島しょ型

エネルギ

ー社会基

盤構築事

業

島しょ型エネルギー

社会基盤構築事業

⑴ 再 生 可 能 エ ネ ル ギ

ー導入促進事業

・ 離 島 に お け る

技 術 活 用 に よ る 再 エ

ネ 設 備 設 置 事 業 者 の

支援を実施する。

⑵ ク リ ー ン エ ネ ル ギ

ー 導 入 ワ ン ス ト ッ プ

窓口業務

・県や国が実施する各

種補助事業の相談、情

報提供する窓口を設置

し、支援を実施する。

島しょ型エネルギー

社会基盤構築事業

⑴再生可能エネルギ

ー導入促進事業

・離島における

技術活用による再エ

ネ設備設置事業者を

支援した。

⑵クリーンエネルギ

ー導入ワンストップ

窓口業務

・県や国が実施する

各 種 補 助 事 業 の 相

談、情報提供する窓

口を設置し、支援を

実施した。

☆

最終予算額

執行率

％

不用額

最終予算額

不用額

最終予算額

不用額
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⑶県産バイオマス活用

促進事業

・未利用の県産木質バ

イオマス発掘及び活用

のための集材拠点検討

を実施する。

⑷離島における水素利

活用促進事業

・県内離島における民

間事業者等の水素利活

用を促進するための調

査を実施する。

⑸地下資源利活用推進

事業

・本島中南部の地下資

源の需要把握等の利活

用可能性の調査を実施

する。

⑹ 海 洋 資 源 調 査 ・ 開

発 支 援 拠 点 形 成 に 向

けた調査事業

・沖縄近海の海洋資源

調査・開発関連産業の

集積に向けた取組調査

を実施する。

⑺沖縄 ハ ワイ クリー

ンエネルギー協力推進

事業

・クリーンエネルギー

導入拡大に向けた技術

交流や情報共有の会議

を実施する。

⑻洋上風力発電設備の

導入候補地を選定する

調査を実施する。

⑶県産バイオマス活

用促進事業

・未利用の県産木質

バイオマス発掘及び

活用のための集材拠

点検討を実施した。

⑷離島における水素

利活用促進事業

・県内離島における

民間事業者等の水素

利活用を促進するた

め の 調 査 を 実 施 し

た。

⑸公募したが応募が

なかったため、全額

補正減した。

⑹海洋資源調査・開

発支援拠点形成に向

けた調査事業

・沖縄近海の海洋資

源調査・開発関連産

業の集積に向けた取

組調査を実施した。

⑺ 沖 縄 ハ ワ イ ク リ

ーンエネルギー協力

推進事業

・クリーンエネルギ

ー導入拡大に向けた

技術交流や情報共有

の会議を実施した。

⑻洋上風力発電設備

の導入候補地を選定

す る 調 査 を 実 施 し

た。

最終予算額

不用額

最終予算額

不用額

最終予算額

不用額

最終予算額

不用額

最終予算額

不用額

最終予算額

不用額
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３ 事業の効果 課題
⑴ 島しょ型エネルギー社会基盤構築事業

効果： 離島における第三者所有モデルの太陽光発電事業者の支援やクリーン
エネルギー導入ワンストップ相談窓口の支援により、本県における再生
可能エネルギー電源比率やエネルギー自給率が向上した。

県産木質バイオマス、水素等の利活用促進及び洋上風力発電の導入に
向けた可能性調査等を行うことにより、本県におけるクリーンエネルギ
ーの導入拡大を促進した。

ハワイ州とのタスクフォースミーティング等を通して本県の再エネ導
入拡大に資する技術交流、情報共有を行った。

課題： 本県の電力系統は規模が小さく、他の地域と接続していない独立系統
であり、太陽光発電等の変動性電源が系統に及ぼす影響が大きいことか
ら、 （エネルギーマネージメントシステム）技術等の活用により、離
島の再エネ電源を最大限活用できる環境を整える必要がある。

バイオマスなどの未利用資源の活用促進に向けては、市町村等の関係
団体との連携や、長期的な時間とインフラ資金が必要とされることか
ら、引き続き、事業化に向けた支援が必要である。

ハワイ州と本県とでは同じような課題を抱えている一方で、法制度
等、再エネを進めていく上でいくつか前提となる要件が異なることか
ら、事業を進める上でこの点について整理する必要がある。
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基 本 項 目：新時代沖縄の到来

実 施 項 目：その他

重点施策事業名：沖縄電気料金高騰緊急対策事業（新規）

事 業 期 間：令和５年度～令和６年度

部 課 等 名：商工労働部 産業政策課

１ 事業の目的・内容
国が実施する「電気・ガス価格激変緩和対策事業」に加え、低圧、高圧及び特

別高圧契約の受電契約者に対する負担軽減を図るため、受電契約書の電気使用量
に応じた補助を行う。

２ 事業の実績
（単位：千円）

重点施策

事 業 名

令 和 ５ 年 度

備 考
計 画 実 績

当 初

予算額
事業内容 決算額 事業内容

沖 縄 電 気

料 金 高 騰

緊 急 対 策

事業

－ １ 沖縄電気料金

高騰緊急対 策事

業

・低圧及び高圧受

電に対しては、県

が小売電気事業者

等を通じて、値引

きを行う。

・特別高圧受電契

約者に対しては、

事業者からの申請

手続に基づき、県

が 直 接 補 助 を 行

う。

【値引き単価】

・ ～ 月

低圧： 円

月 円

高圧： 円

月 円 ）

特高： 円

月 円

※単価について

は、令和６年度へ

の繰越分及び令和

６年度予算分も含

む。

最終予算額

執行率

％

翌 年 度 繰 越 額

不用額
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・ ～ 月

低圧： 円

高圧： 円

特高： 円

月 円

・ ～ 月

低圧： 円

高圧： 円

特高： 円

３ 事業の効果 課題
効果： 燃料価格高騰に伴う電気料金値上げに対し、県民や県内事業者への支援

をすることで、県民生活や県経済に対する下支えを行った。
電気料金支援による影響額について、県支援における価格抑制効果は、

標準的な一般家庭（従量電灯、 沖縄電力が示す標準的なモデル）
の場合、一月当たりの最大 円となった。

課題： 本事業においては、対象が幅広く、多くの財源を要するため、臨時交付
金等の財源を確保する必要がある。
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基 本 項 目：新時代沖縄の到来

実 施 項 目：その他

重点施策事業名：ＬＰガス料金高騰支援事業（新規）

事 業 期 間：令和５年度～令和６年度

部 課 等 名：商工労働部 産業政策課

１ 事業の目的・内容
国の「電気・ガス価格激変緩和対策事業」の対象とならないＬＰガス料金に対

して県が支援することにより、ＬＰガス料金高騰の影響を受けた県民及び事業者
の負担軽減に繋げる。

２ 事業の実績
（単位：千円）

重点施策

事 業 名

令 和 ５ 年 度

備 考
計 画 実 績

当 初

予算額
事業内容 決算額 事業内容

Ｌ Ｐ ガ ス

料 金 高 騰

支援事業

－ １ ＬＰガス料金

高騰支援事業

・ Ｌ Ｐ ガ ス 料 金 の

高 騰 の 影 響 を 受 け

た 県 民 及 び 事 業 者

の 負 担 軽 減 を 図 る

た め 値 引 き 支 援 を

実施した。

対象者：

県 内 の Ｌ Ｐ ガ ス を

利 用 す る 県 民 及 び

事業者

支援方法：

Ｌ Ｐ ガ ス 販 売 事 業

者 に 対 し て 値 引 き

原 資 を 補 助 す る こ

と で 料 金 の 値 引 き

を実施する。

支援月・支援額：

～ 月

月額 円

月

月額 円

最終予算額

執行率

％

翌 年 度 繰 越 額

不用額
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※単価について

は、令和６年度へ

の繰越分及び令和

６年度予算分も含

む。

３ 事業の効果 課題
効果： ＬＰガス料金の値引き支援により、令和５年４月から 月使用分まで

を対象として１戸当たり最大 円の値引きを実施しており、県民及び
事業者の負担軽減に繋げることができた。

引き続き、令和６年１月使用分以降の値引き支援を行い、ＬＰガス料金
高騰の影響緩和に繋げていく。

課題： 県内 ガス販売事業者は、中小零細企業が多く、値引き原資の立替費
用や補助事務に要する人員体制など事業者の執行体制を支援する必要があ
る。


